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は じ め に 

 

 

 IT 社会基盤の整備は、2000 年 11 月に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（IT

基本法）」が制定され、2001 年に「e-Japan 戦略」がまとめられて以降急速に進んできまし

た。2003 年の「e-Japan 戦略Ⅱ」では IT 利活用は基盤整備から第二段階として IT 利活用

をさらに促進することが目標となり、そのための先導的取り組みとして（1）医療、（2）食、

（3）生活、（4）中小企業金融、（5）知、（6）就労・労働、（7）行政サービスの７分野と、

重点政策 5 分野、横断的課題に取り組むことになりました。さらに、2004 年 6 月にはユビ

キタスネットワーク環境を整備し、高齢者・障害者が元気に参加できるＩＴ社会を実現す

るため、『u-Japan 構想』が閣議決定され、これまでのキャッチアップから世界を先導する

最先端の IT 国家をめざすまでになってきています。 

 また、電子政府、電子自治体の本格稼働、地上デジタル放送の開始やブロードバンド加

入者が 1,692 万世帯、携帯電話の加入件数 8,864 万件でうち第三世代携帯電話が 27％と本

格普及、RFID の活用等による次世代 IT 社会基盤が形成されつつあるなかで、これらの基

盤整備だけでなく、基盤を活用した生活者のニーズを活かした様々な新サービス、新技術

が続々と誕生してきています。 

 そこで本調査では、生活者のニーズが高く、IT 化による高品質化・高効率化の効果が大

きく期待できる「（1）医」関連の中から電子カルテ・遠隔医療等と、新たな価値創造の源

泉であり国際競争力強化が期待される「（5）知」関連の分野での地域のコンテンツ産業を

ピックアップして動向を整理し、今後の普及のための問題点・課題について検討いたしま

した。 

 本報告書が、中部地域の企業や関係機関の皆様方に、多少なりともお役に立つことがで

きれば幸いと存じます。 

 本報告書をとりまとめるにあたっては、東京大学名誉教授 石井威望 先生にアドバイ

スをいただきました。また、ヒアリング関係先の方々やワーキングメンバーのみなさまに

は、適切なご指導と多大なご尽力を賜りました。ここに記して、深く感謝を表す次第であ

ります。 

 なお、調査にご協力いただいた皆様に、厚くお礼申し上げます。 
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調査結果の概要 

２００５年３月 

財団法人中部産業活性化センター

第１章 次世代 IT 社会基盤を活かした新産業の動向 

１－１． 次世代 IT 社会基盤の動向 

・ 光ネットワークの進展、携帯電話・RFID の機能の充実は、

経済、社会、生活いずれにとっても必要不可欠な「神経系」

として、その基盤を担っている。しかし、安心して利用す

るため、情報セキュリティの重要性が増すといった「影」

の部分もみられる。 

・ 「安さ」と「早さ」で世界一のブロードバンド環境が実現、

今後は、ブロードバンドゼロ地域の解消と、ユビキタスネ

ットワークの実現へと向かう。さらに先には、デジタルか

ら「キュービタル」へと変化する。 

 

１－２． 次世代 IT 基盤を活かした新産業のトピックス 

・ 各種の IT 端末の多機能化と別領域との融合が、生活者のニ

ーズに基づく、次世代 IT 基盤を活かした新産業が続々登場

している。 

・ テレマティクス機能がついたカーナビで、様々な情報サー

ビスを社内で利用可能になっている。 

・ 携帯電話は多機能化が進展し、日本独自の新しいデジタル

ツールとして普及している。 

・ 携帯電話での家電遠隔操作や、家電、モバイル、PC でのコ

ンテンツ共有等が可能なホームネットワークが注目される。 

・ RFID、QR コードによる高度なトレーサビリティ、ユビキタ

スなコンテンツ配信が実現されつつある。 

 

 

第２章 中部地域における次世代 IT 社会基盤の整備状況 

２－１． 次世代 IT 社会基盤の整備に関する国の基本方針 

① e-Japan 戦略 

・ IT 革命への取り組みに出遅れたという危機感から 2001 年 1

月に「e-Japan 戦略」がまとめられた。 

・ その後、コンテンツやサービスの不足により IT 利活用が低

調なことをうけ、先導 7 分野での IT 利活用を推進し、社会

に広く普及させることを目標にした「e-Japan 戦略Ⅱ」が

2003 年 7 月に策定された。 

② u-Japan 政策 

・ 「2010 年には世界最先端の ICT 国家として先導する」を大

目標とした u-Japan 政策が 2004 年 12 月に策定される。 

・ u-Japan 政策は、e-Japan 戦略の電子化という意味での「e」

を卒業し、①ブロードバンドからユビキタスネットへ、②

情報化促進から課題解決へ、③利用環境整備の抜本強化と

いう 3 つの基本軸を進化させた戦略で、草の根的な ICT 環

境のもと、創意ある利活用を通じてまったく新しい価値が

次々に湧き上がる「価値創発」に結実させていくため、民

産学官の有機的な連携で政策を実施していくこととしてい

る。 

 

２－２． 中部地域での整備状況 

① 通信・放送インフラの整備状況 

・ 中部地域のブロードバンドの世帯普及率は、FTTH では全

国よりも若干下回るが、CATV インターネットは全国を大

きく上回り、合計では 37.3％（2004 年 8 月現在）と全国平

均を上回る普及率を示している。 

・ 三重県は政策的に県内全市町村での CATV を整備してきた

ことから、ブロードバンドゼロ地域はみられず、全国初の

全市町村での地上デジタル放送が視聴可能な県となった。 

② 電子自治体への取り組み状況 

・ 全国の電子自治体への取り組み状況をみると、ホームペー

ジの整備と電子メールによる意見・相談受付は、ほとんど

の都道府県・市町村で行われているが、実施しているサー

ビスの内容では都道府県と市町村との間では大きな差が出

ている。 

 

第 3 章 「医」と「知」をめぐる中部地域での動向と課題 

３－１． 「医療」の IT 化（電子カルテ・遠隔医療等）の動向と課題 

① 医療の IT 化の動向 

・ 中部地域の電子カルテ普及状況を見ると、病院では長野県

や愛知県で導入が進んでおり、全国平均を大きく上回って

いる。そのため、中部合計でも全国平均を若干上回ってい

る。診療所では、長野県が多いものの、中部合計では全国

平均とほぼ同じ状況となっている。 

・ 中部地域の遠隔医療の実施状況をみると、電子カルテと同

様に、長野県と愛知県では実施数が多いが、静岡県も多く

の病院等で遠隔医療が実施されており、中部地域 5 県すべ

てで遠隔医療が実施されている。 

② 中部地域での医療の IT 化関連プロジェクトの現状と課題 

・ 信州大学医学部は、我が国の遠隔医療技術の先鞭を付けた

ものであり、スーパーホスピタルの実現が検討されている。 

・ 岐阜市医師会では、地域イントラネットシステムを稼働さ

せ、各種の情報配信および医療連携等を行ってきている。 

・ 2004 年 6 月に新築・移転した岐阜大学医学部附属病院では、

光ファイバーと無線 LAN による、世界的にも最先端のトー

タルインテリジェントホスピタルを実現している。 

・ 三重県では、開発したネットワークシステムが、導入・運

用に際しての費用負担、医師のＩＴへの抵抗感等から事業

廃止となってしまった。 

③ 医療の IT 化の際の課題 

・ 医療の IT 化の大きな問題点は、現在の医療制度が IT 化に

対して未整備なところがあることと、機器購入費・運用コ

ストを誰がどのように負担するのか、また遠隔医療の診療

報酬化等の課題がある。 

・ システムの標準化、カルテの共有と個人情報保護、産学官

連携、医工連携の推進の必要性がある。 

３－２． 「知」における地域コンテンツ制作への取り組み 

① 「みんなの中部」＝クリエータ育成型コンテンツ制作プロ

ジェクト 

・  ブロードバンド情報コンテンツ・・・“みんなの中部”は、

優れた各分野のクリエータ達が、CIAC 職員のプロデューサ

ーを囲みコンテンツを創り上げた。 

・ 従来に比べて制作コストの削減効果があり、最新デジタル

機器を活用する制作体制を啓蒙して、中部地域におけるコ

ンテンツ産業の振興・人材育成を目指した。 

・ “みんなの中部”という実際の事業を通して、コンテンツ

事業者のクリエータの養成をしていくことで、コンテンツ

産業の基盤を提供した。 

図 みんなの中部での新しいコンテンツ制作体制 

撮
影音

効
Ｍ
Ａ

素
材

編
集

素
材

取
材

ロ
ケ
ハ
ン

記
事
執
筆

コ
ン
テ

Ｃ
Ｇ
制
作

画
面
デ
ザ
イ
ン

Ｈ
Ｔ
Ｍ
Ｌ
編
集

デ
ジ
タ
ル
変
換

Ｆ
Ｌ
Ａ
Ｓ
Ｈ
編
集

映像サーバー

映像クリエータ

コピーライター

コンテンツクリエータ

プロデューサー／総合ディレクタプロデューサー／総合ディレクタ

WEBサーバー

企企 画・取材・広報画・取材・広報

撮
影音

効
Ｍ
Ａ

素
材

編
集

素
材

取
材

ロ
ケ
ハ
ン

記
事
執
筆

コ
ン
テ

Ｃ
Ｇ
制
作

画
面
デ
ザ
イ
ン

Ｈ
Ｔ
Ｍ
Ｌ
編
集

デ
ジ
タ
ル
変
換

Ｆ
Ｌ
Ａ
Ｓ
Ｈ
編
集

映像サーバー

映像クリエータ

コピーライター

コンテンツクリエータ

プロデューサー／総合ディレクタプロデューサー／総合ディレクタ

WEBサーバー

企企 画・取材・広報画・取材・広報

 1



 2

◇今回の進め方の特徴 

・ 企画を実現することのみに目標をおいて、プロデューサー

（CIAC）を中心に中部地域のコンテンツ事業者からスタッ

フを集めた。 

・ 参加するスタッフは全てがクリエータであり、ディレクタ

不在のプロジェトの中で、知恵を絞り、意見を交換し、個

性を主張し、時には破天荒な夢を語り、そして、自由で新

しいコンテンツを作り上げた。 

・ 情熱を持つ若いクリエータ達が、自分の未知の可能性を試

し、新たなデジタルコンテンツを制作した。 

・ 今後、若いクリエータの限りない才能に期待を寄せ、早い

時期に実践に参加できるプロジェクトにつながる。 

② コンテンツ制作への支援策 

・ 中部地域独自の広域的なコンテンツ制作への支援策は、中

部経済産業局の「デジタルビット産業創生プロジェクト」

や名古屋商工会議所の「ジャパンアニメーションフェステ

ィバル」（1999 年から隔年開催）や「産業観光第 2 期推進計

画」等が行われている。 

・ 県別では、愛知の情報産業向けのインキュベーション施設

「あいちベンチャーハウス」の整備、岐阜県のｅ-ラーニン

グ用素材収集・編集機器整備事業、三重県の動画情報の配

信する東紀州総合ポータルサイト整備事業、静岡県のホー

ムページグランプリ、長野県の観光ブランド日本一“信州”

構築事業等が行われている。 

 

第 4 章 次世代 IT 社会基盤を活かした地域活性化に向けた課

題とコンテンツ制作環境の整備 

① ユビキタスネットワークの活用の期待は携帯電話を中心

にさらに進歩することが考えられるが、技術とニーズのす

りあわせ、企業レベル、個人レベルでの様々な課題が残さ

れている。 

② RFID は標準化、セキュリティ、プライバシー、信頼性等

普及に向けた課題が残されているものの、市場形成、拡大

に向けた動向は今後も期待できる。 

③ 次世代 IT 社会基盤を活かすコンテンツ制作環境の整備の

必要性について 

ｱ) 市民参加型の次世代 IT 社会基盤の活用法に関する普及

啓発事業の実施 

・ 専門家だけでなく、IT に関して腰が重い人たちをも巻き

込み、地域が一体となって次世代 IT 社会基盤の活用法を

考えていく機会を、数多く作っていく必要がある。 

ｲ) 産学官連携による人材育成・発掘等への取り組み・情報

提供の取り組み 

・ 地域の人材・資源を活用した次世代 IT 社会基盤の有効活

用の成功事例を、産学官で事例収集し、地域内での人材

育成の重要性を広く情報提供していく。 

ｳ) 継続性が確保できるコンテンツ制作のモデルの創造と実

践 

・ 地域コンテンツが担当者の異動やコンテンツ事業者の入

れ替わりがあっても、継続的に更新・運営されるモデル

を明確化する。 

ｴ) コンテンツづくりが新産業として成長するために 

・ 中部地域発のコンテンツづくりが新産業として成長し、

他地域からみて魅力があり、コンテンツの良さが評価さ

れるためには、総合的な地域ブランド力の創出が求めら

れる。 

・ そして地域ブランド力の創出のためには、質の高いコン

テンツを創造できる人材の獲得であるとか、情報発信す

る側や事業者間で協力し合ったり、コラボレートできる

風土が形成されていること、様々なコンテンツを制作し

て地域としての一定の経験と評価を得ていること等が必

要となる。 

 



第１章 次世代 IT 社会基盤を活かした産業の動向 

１－１． 次世代 IT 社会基盤の動向 

光ネットワークの進展・携帯電話・ＲＦＩＤの機能の充実は、経済、社会、生活いずれ

にとっても必要不可欠な「神経系」として、その基盤を担っている。しかし、安心して

利用するため、情報セキュリティの重要性が増すといった「影」の部分もみられる。 

 

 「安さ」と「早さ」で世界一のブロードバンド環境が実現、今後は、ブロードバンド・

ゼロ地域の解消と、ユビキタスネットワークの実現へと向かう。さらに先には、デジタ

ルから「キュービタル」へと変化する。 

 

①「神経系」となった IT 

 IT（情報技術）の利活用は、最初期の軍事・科学技術分野での「電子計算機」からスタ

ートしているが、金融・運輸・エネルギー等の重要な社会インフラでの制御・管理部分に

目に見えない形で組み込まれ、現在では適用分野が広がり、利便性が高く、高い効率性が

確保できるように高度に制御・管理されるようになっている。また、IT は 1970 年代以降

ビジネス分野へも広がり、企業での業務効率化のツールとして活用され、1990 年代後半か

らのインターネットの普及により、IT の活用は企業間での情報伝達・情報共有・商取引と

いった企業の枠組みを超えての効率化が図られるようになってきている。さらに、インタ

ーネットの普及によって、社会や経済のみならず個人レベルでの IT の活用が活発化し、個

人での様々な情報発信、個人向けの電子商取引や個人間でのネットオークション等の活用

へと広がってきている。将来的には、いつでも・どこでもユビキタス環境が整備され、現

在以上に生活レベルでの IT の活用が見込まれている。このように、IT は社会、経済、生

活いずれにとっても必要不可欠な「神経系」として、その基盤を担いつつある。 

 

 IT が「神経系」として社会、経済、生活に深く入り込んでいることから、コンピュータ

システムへの不正侵入、ウィルスの蔓延、サイバーテロ、システムダウンによる混乱とい

った事故・事件の発生が、社会、経済に損害を及ぼす影響もこれまでにない段階に入って

いる。重要な社会インフラでの事故・事件の発生は、一国の経済活動全体の停滞や国民全

体の生命･財産そのものに関わるリスクをもたらしかねない問題に発展する場合もある。今

後のユビキタスネットワーク化によって、個人レベル、企業レベル、社会レベルでも「い

つでも・どこでも」情報セキュリティが必要なリスクが発生する「影」の部分が増えてく

る。そのため、誰もが安心・安全に利用できるように、情報セキュリティの強化が重要な

課題となっている。 
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図表 １－１－１ IT の利活用の変遷  

国家安全保障
科学技術計算

安全・高信頼
の稼働

業務効率化
競争優位
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社会・経済・
国民生活の
ライフライン

専用システム 大型・汎用機 　　　　　　　　　　　Ｃ／Ｓ　　　　　　　　　　　　　　　　

政府

金融、運輸、エネルギー等

大企業

中小企業

個人

ＰＣ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
携帯電話　　　　　　　　　　　　　　　　　

1950年 2000年

Ｉ
Ｔ
ユ
ー
ザ
ー
の
規
模

安全な経済活動
安心な社会生活

電子政府
セキュリティ企業の

ネットワーク
セキュリティ

重要インフラ
の可用性確保

企業システム
の可用性確保

軍事機密の保護

　　　　情報システムの役割

　　　　　情報セキュリティの方向性

ナローバンド　　　　　　ブロードバンド ユビキタス

情報家電等非ＰＣ端末

 

資料：「情報セキュリティ総合戦略」経済産業省をもとに一部加筆 

 

②インターネットからユビキタスへ、「デジタル」から「キュービタル」へ 

 世界的な第一期 IT 革命では我が国のインターネット環境は乗り遅れた感があったもの

の、急速にブロードバンド化が進み、2004 年現在では、我が国のインターネット接続環境

は、「安さ」と「早さ」で世界一のブロードバンド環境が実現されている。今後のインター

ネット環境では、ブロードバンド・ゼロ地域の解消と、ユビキタスネットワークの実現が

課題となっている。 

 我が国のブロードバンドは、民間事業者間の競争によって国単位の指標では世界一のブ

ロードバンド先進国となったが、市町村やさらに細かな単位では民間事業故に事業採算性

等の問題からブロードバンドが整備されていない地域が存在し、地域間でのデジタル・デ

ィバイドが生じている。ブロードバンドはユニバーサルサービスと位置づけられてはいな

いものの、前述のように社会・経済・生活の神経系となっている状況を考慮し、総務省で

は「全国均衡のあるブロードバンド基盤の整備に関する研究会」を開催し、2005（平成 17）

年 2 月に「ブロードバンド・ゼロ地域脱出計画 光ブロードバンド・コミュニティへ向け

た地方公共団体への指針案」が発表されている。 

 インターネット接続環境のブロードバンド化は、有線から無線へと広がりを見せている。

携帯電話では第三世代端末の普及、無線 LAN では都市部の人々の多く出入りする場所を中

心にした無線 LAN スポットの整備により、従来よりも高速で「いつでも、どこでも」つな
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がるユビキタスネットワーク環境が整備されつつある。ネットワークに接続される端末は

従来のパソコンや PDA、携帯電話だけでなく、従来通信機能を持たなかった AV 機器や白

物家電、住宅設備、食品、医薬品等が様々な機器を介してネットワークと接続されるよう

な技術が開発されている。これらの技術を次世代 IT 基盤として活用し、多様な機器やモノ

をネットワークで管理できるような、ユビキタスネットワーク社会の実現が目指されてい

る。 

 

 このような次世代 IT 社会基盤の整備は、様々な変化の可能性を秘めている。例えば、こ

れまで長い間重要な双方向コミュニケーション手段であった電話は、交換機を利用した従

来のネットワークから、データ通信網と共用できるなど従来と比較して伝送路の利用効率

が高く、コストを抑えることが可能な IP ネットワークを利用した IP 電話が利用されるよ

うになってきている。P2P 技術を利用してユーザー間で無制限の無料通話で通話可能な無

料ソフトウェアが配布されるようになっており、従来からの電話がなくなるといった議論

もでてきている。さらに研究室レベルでは、「デジタル」の次にくる量子論的世界観に基づ

く「キュービタル」の実験が行われている。 

 「キュービタル」とは東京大学名誉教授 石井威望氏の造語で、単一の尺度によって唯

一最高の存在を求めるという２０世紀の工業社会的発想＝シングルリアリティではなく、

実世界は本来パラレル・リアリティであり「たくさんの世界が同時に相互影響をしながら

動いている世界」という考え方を表現している。これからの IT は、０か１かという「デジ

タル」な考え方でななく、０も１もある「キュービタル」なそれぞれがすべて違うような

世界で、膨大な個人差を吸収していくような IT に変わってくると考えている。 
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参考資料：「デジタル社会を考える セミナー プログラム１『デジタルからキュービタル

へ』講師：東京大学名誉教授 石井威望 氏」講演資料（平成１７年２月３日） 

パ
ラ
フ
ォ
ー
ラ
ム

第
22
回
フ
ォ
ー
ラ
ム

MIXI

Skype
(C) Copyright 2005 TAKEMOCHI ISHII, All rights reserved. 

 

 

「エンタングルメント思考」の日常生活への影響例
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MIXI

ＷＥＭＡ

カメラ付
携帯電話

「エンタングルメント
思考」へ

２００４年２００４年

スマトラ沖地震スマトラ沖地震
（（TSUNAMITSUNAMI））(C) Copyright 2005 TAKEMOCHI ISHII, All rights reserved. 
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パラレル・リアリティは「存在論」

シリアル

・リアリティ
Serial ＲealityParallel Ｒeality

存在論

Ontology
パラレル

・リアリティ

シリアル

・リアリティ
Serial ＲealityParallel Ｒeality

存在論

Ontology
パラレル

・リアリティ

デジタル
DigitalQubital

方法論
Methodology

キュービタル デジタル
DigitalQubital

方法論
Methodology

キュービタル

「我思う故に我在り」

「方法序説」

「エンタングルメント思考」「エンタングルメント思考」
(C) Copyright 2005 TAKEMOCHI ISHII, All rights reserved. 

基本理念（思考方法）
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１－２． 次世代 IT 社会基盤を活かした新産業のトピックス 

各種の IT 端末の多機能化と別領域との融合、生活者のニーズに基づく、次世代 IT 基盤

を活かした新産業が続々登場している。 
 

 

 
 

 

テレマティクス機能がついたカーナビで、様々な情報サービスを車内で利用可能になっ

ている。 

携帯電話は多機能化が進展し、日本独自の新しいデジタルツールとして普及している。 

携帯電話での家電遠隔操作や、家電、モバイル、PC でのコンテンツ共有等が可能なホ

ームネットワークが注目される。 

RFID、QR コードによる高度なトレーサビリティ、ユビキタスなコンテンツ配信が実現

されつつある。 

 

 IT を利用するための端末はパソコンをはじめとして、携帯電話、PDA、AV・家電製品、

車載端末等に広がり、それぞれ多機能化と別領域との融合が進んできている。これらは生

活者のより便利に・快適にといったニーズに基づきながら、従来までの IT の活用とは異な

る方向性での製品・サービスが融合してできあがってきており、次世代 IT 社会基盤を活か

した新産業として、続々と登場している。 

 

①カーナビゲーション 

 カーナビは、従来からの現在位置や目的地への走行経路のナビゲーション機能では、3D

表示や DVD、HDD を搭載し、素早く、正確にわかりやすく表示することができるだけな

く、車載情報端末として自動車に関連した様々なサービスを提供するツールとなっている。

特にテレマティクスの搭載により、ナビゲーションだけでなく、リアルタイムの各種情報

収集、エンターテイメント・コミュニケーションの提供、運転時の各種トラブル対応等の

ドライバーの多様なニーズに対応できるようになりつつある。 

 各社のテレマティクス機能の使い方は異なっており、トヨタ自動車の G-BOOK は通信

モジュールを内蔵し、豊富なコンテンツとともに、安全・安心のためのセキュリティサー

ビスや緊急通報サービスを用意し、多様なニーズに対応できるようにしている。ホンダの

インターナビ・プレミアムクラブは、VICS と会員が走行中に集めた交通状況を収集し、こ

れらを総合的に判断して広域ルートも含めて最適ルートと気象情報の提供等のサービスを

実施しており、運転に直接役立つ機能を提供している。通信には携帯電話を利用する。日

産のカーウィングスは、ハンズフリーでオペレータを呼び出し、目的地までのルート設定

の代行や飲食店情報や駐車場探し等に対応してもらえるサービスや現在位置・目的地に関

連した地図情報を携帯電話にメール送信するサービス等、人に優しいサービスを提供して

いる。通信にはホンダと同様に携帯電話を利用する。その他、市販のカーナビでもパソコ

ンや携帯電話との連携機能を持ったものが出てきている。 

 このようにテレマティクス機能を搭載したカーナビは、便利な機能と将来への発展性を

持つが、ユーザーからは通信コストや操作の煩雑性から、まだ爆発的な普及には至ってい
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ない。今後は、ハンズフリーへの対応とユーザーインターフェイスの改善、ユーザーが求

めるコンテンツの充実が、爆発的普及への課題といわれている。 

 

②携帯電話の多機能化 

 携帯電話は、従来からの機能である通話機能から、スケジュール管理、住所録、1999(平

成 11)年からのインターネット接続、2000 年からのデジタルカメラ、2001 年からのアプリ

（実用ソフト、ゲーム等）、GPS、動画配信、2003 年からの FM・TV 受信と多機能化が進

んできており、海外の携帯電話とは異なる日本独自のデジタルツールとして普及してきて

いる。新たな機能として注目されているのは、オーディオプレイヤー機能、決済機能等と

なっている。 

 オーディオプレイヤー機能は、従来から着信メロディーや 2002 年から３G の高音質を利

用した 30 秒程度の「着うた」が提供されてきたが、2004 年 11 月 19 日からフルコーラス

の音楽コンテンツをダウンロードできる「着うたフル」が au でスタートしている。ユーザ

ーに受け入れられるように価格とダウンロード時間、音質とのバランスに注意し、さらに

レコード会社とは音楽販売とプロモーションを兼ねたビジネスモデルの提供で、ダウンロ

ード数、配信曲数も順調に伸びている。 

 決済機能はソニーが開発した非接触型 IC カードの技術方式である FeliCa を使用してい

る。FeliCa は JR 東日本の Suica や、電子マネーサービス Edy などでも採用されている。

DoCoMo の「おサイフケータイ」では、電子マネー機能、会員証機能、電子チケット機能、

交通チケット機能等が利用できる(一部は予定)。 

 さらに、今後、2006 年にスタートするとみられる地上デジタル放送の携帯端末向け放送

（１セグ放送）に対応した携帯端末が発売される予定となっており、放送と通信を融合さ

せた新しいサービスが期待されている。 

 

③ホームネットワーク 

 家庭生活での情報化は、パソコンや携帯の普及だけではなく、AV 機器や白物家電、設

備機器にも及んでいる。生活の情報化は日本のパソコン・家電メーカーにとって有望な分

野であり、従来から各社で様々な製品が発表されてきた。しかし、異なるメーカーの製品

の接続や対応機器の少なさから普及が進んでこなかった。 

 AV 機器では、デジタルカメラ、薄型テレビ、DVD レコーダーの「デジタル新３種の神

器」が普及し、家庭内のコンテンツ共有へのニーズが生まれつつある。そこで、2004 年 6

月にどのメーカーのデジタル機器でも手軽にコンテンツが楽しめるようにするため、相互

接続環境を実現する技術的な製品設計ガイドラインが策定され、年末にはガイドラインに

対応した製品が発表されている。 

 白物家電では、ネットワークを経由して家庭内の機器を連携動作や遠隔制御等できる生

活支援の家電としてのネット家電が期待されている。機器同士の通信のための通信機能の

分のコストアップに見合う便利さが見えないことや、標準規格は策定されているものの事
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実上同一メーカーでの接続に限られることから、対応製品はまだ少ない。そのため、通信

機能をアダプタ型にしてコストダウンとユーザーのニーズに対応できるよう「ECOHNET

ミドルウェアアダプタ」が新しい規格として策定され、試作品が発表されている。さらに、

三洋電機、シャープ、東芝、三菱電機の 4 社は、この規格に準拠した独自規格「iReady」

を共同で開発し、ネット家電市場を早期に立ち上げを目指している。 

 設備機器では、1980 年代からホームオートメーションとして取り組まれてきた。最近で

は、携帯電話を使って家庭内に設置されたセンサーやコントローラーを操作し、照明やエ

アコンのオンオフ、留守宅での侵入者検知等が利用できるサービスが開始されている。 

 

④QR コードと RFID 

 実世界のモノとデジタル世界の情報を結びつけて、高度なトレーサビリティ、ユビキタ

スなコンテンツ配信が実現させる技術として、QR コードや RFID が注目されている。 

 QR コードは２次元バーコードの一種で、ものづくりの現場で使われているかんばんの

情報を効率よく読み取るために株式会社デンソーが 1994 年に開発したものである。現在は

株式会社デンソーウェーブが特許を所有し、「QRコード」は同社の登録商標となっている。

「高速・全方向読み取りが可能」、「漢字を含めた多種のデータを効率的に表現が可能」、「省

スペースのデータ表現が可能」、「誤り訂正機能を持つ」、「読み取り機器・対応プリンタの

充実」といった特徴を持っている。さらに、QR コードは AIM（自動認識工業会）、JIS、ISO

で承認された標準化コードで、特許による権利保護をしないことを宣言したパブリックド

メインとなっていることから、全世界で誰もが利用することができる。 

 自動車産業では、日本自動車工業会、日本自動車部品工業会の EDI 標準帳票に QR コー

ドが採用され、部品納品用の帳票類が業界で統一され、単一のシステムで各社に納品がで

きるようになっている。従来は 1 品 1 葉の納品書だったが、QR コードを使って多品 1 葉

の納品書になった。自動車メーカーは、発注情報をネットワークで部品メーカーに送信し、

部品メーカーはそれを受信して統一の納品書・受領書を印刷、納品する部品に添付して納

入する。自動車メーカーは受け取った部品の入荷検品の際に一緒に添付されてきた納品書

の内容を QR コードで一括して読み取れるため、入荷実績がリアルタイムで計上できるよ

うになっている。ネットワークが使えない部品メーカーには、自動車メーカーから納品書

を印刷して渡すことで、部品メーカーが QR コードを使って受注入力ができ、ペーパーEDI

が可能な仕組みを構築することもできる。 

 このような発注・検品システムだけでなく、補給部品管理システムや自動入出庫システ

ムなどにも QR コードが利用され、従来からの管理の手間をかなり軽減させ、間違いの起

こりにくいシステムを構築すること、管理制度の向上に役立てられている。 
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図表 １－２－１ 自動車業界での QR コードの利用法の例 

■自動車業界各社で部品の発注・検品に使用している納／受領伝票（自工会標準） 

 

              部品情報 

           受注者情報

データ内容   ：発注者情報

コードサイズ  ：約３５ｍｍ角  

データ量    ：約１０００行 

多品一葉 

（従来は一品

一葉） 

 

                            

■システム概要 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カーメーカー 

①発注データを作成 

 

 

 

                 

                

 

 

           ⑥部品に添付されていた納品書

を読み取り入荷検品 

 

 

 

 

 

 

 

部品メーカー 

③データを受信 

 

 

 

 

 

                ④受注データを基

に納品書を出力

（多品一葉） 

 

 

                ⑤部品に納品書を

添付し発送 

②作成した

発注データ

をネットワ

ークで送信 

 資料：QR コードのおはなし 標準化研究会編 日本規格協会 をもとに一部加筆 
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 QR コードが生活の中で広く利用されるようになったのは、カメラ付き携帯電話のバー

コードリーダ機能で、電話帳への登録、メール作成、ブックマークへの登録機能、該当す

る URL のコンテンツ表示等を行うことができるようになったためである。2002 年に登場

したシャープ製の「J-SH09」で導入された機能で、その後 NTT DoCoMo の 505 シリーズ

の一部に搭載され、505iS 全機種からは標準搭載されるようになり FOMA では 900i シリー

ズから利用できるようになった。さらに au でも対応端末が 2004 年から登場している。当

初は対応機種が携帯電話全体の台数からみて少数派であったことと、作成ソフトが数万円

していたことなどなどから普及が進まなかったが、2004 年 6 月から NTT DoCoMo が無償

で QR コード作成ソフトを配布し始めるなど、気軽に QR コードを利用できる環境が整っ

てきたことや、新機種の携帯電話利用者の母体が次第に大きくなってきており、携帯電話

と QR コードを使ったコンテンツ配信等のビジネスチャンスが大きく広がってきている。 

 

 RFID（IC と小型アンテナを組み込んだタグやカードの媒体から電波を介して情報を読み

取る自動認識技術）は、QR コードと同様に高度なトレーサビリティ、ユビキタスなコン

テンツ配信が実現させる技術であり、最近特に注目を集めている技術である。QR コード

RFID と比較すると、RFID では読み取り範囲が広いこと、一度にたくさんのタグが読める

こと、書き込みが可能なこと、タグが見えなくても読めることといった特徴がある。将来、

安価なタグを国内で安定的に供給される状態を作るため、経済産業省は 2 年間で約 18 億円

を投じ、2006 年 8 月までに 1 枚 5 円で販売できる国際標準の無線 IC タグを開発する「響

プロジェクト」を 2004 年にスタートさせ、日立製作所が開発委託を受けた。 

 既に実用化され普及している RFID 製品の代表例は、JR 東日本の Suica があげられる。

その他 RFID の利用場面は、サプライチェーンマネジメントでのバーコードの置き換え、

BSE 対策で牛肉の産地や生産者・賞味期限を記して管理したり、薬品流通を管理したりと

いったトレーサビリティ、書籍の万引き防止などの物品管理、原子力発電所の定期検査な

どに使う工具類の管理等が考えられ、導入や実証実験が行われている。 

 また、RFID を利用したコンテンツ配信のシステムも考えられており、IC タグと関連づ

けられたモノに関連した有益な情報だけでなく、クーポン券の配信、スタンプラリー、ポ

イントサービス、申込フォームの送信などにも利用可能なサービスが開始されている。

RFID を使ったコンテンツ配信では、あらかじめ利用者にカードやキーホルダー、携帯スト

ラップ等としてタグを配布して、情報と関連づけるモノのそばにリーダーを設置し、利用

者がカードやキーホルダーをかざすことで、携帯電話等にメールで情報が配信される（リ

ーダーを利用者に、タグをモノにという組み合わせの例もある）。あらかじめ利用者にカー

ドやキーホルダーを配布する必要があるが、販売促進活動用の会員カードを従来から発行

しているような場合には、タグ付きカードに置き換えていくことで対応できる等、大きな

負担にならないと考えられている。 
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図表 １－２－２ RFID を使ったコンテンツ配信の例（大日本印刷の「電波ポスター」） 

②IC タグナンバーとリーダーナンバーをサーバに送信 

①IC タグの 

読み取り 

 

 

 

ユーザーＤＢ

コンテンツＤＢ

③登録されたメールアドレスへ 

 コンテンツを送信 

④各コンテンツへ接続 

コンテンツ 

IC
ﾀ
ｸ
ﾞ
 

作手村 

IC ﾀｸﾞ
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第２章 中部地域における IT 社会基盤の整備状況 

 中部地域での IT 社会基盤として、その中核となる通信・放送インフラと電子自治体の整

備状況について、現状を整理する。 

 

２－１． 次世代 IT 社会基盤の整備に関する国の基本方針 

IT 革命への取り組みに出遅れたという危機感から 2001(平成 13)年 1 月に「e-Japan 戦略」

がまとめられた。 
 

 

 

 

その後、コンテンツやサービスの不足により IT 利活用が低調なことをうけ、先導 7 分

野での IT 利活用を推進し、社会に広く普及させることを目標にした「e-Japan 戦略Ⅱ」

が 2003 年 7 月に策定された。 

「2010 年には世界最先端の ICT 国家として先導する」を大目標とした u-Japan 政策が

2004 年 12 月に策定される。 

u-Japan 政策は、e-Japan 戦略の電子化という意味での「e」を卒業し、①ブロードバン

ドからユビキタスネットへ、②情報化促進から課題解決へ、③利用環境整備の抜本強化

という 3 つの基本軸を進化させた戦略で、草の根的な ICT 環境のもと、創意ある利活用

を通じてまったく新しい価値が次々に湧き上がる「価値創発」に結実させていくため、

民産学官の有機的な連携で政策を実施していくこととしている。 

 

 

①e-Japan 戦略 

 1990 年代後半から 2000 年頃にかけてインターネットが企業や個人に急速に普及し、イ

ンターネットを使った様々なサービスが開始されはじめ、「IT 革命」が起きているといわ

れていた頃、欧米・アジア諸国では知識創発社会での国際競争力確保のため IT 基盤構築を

国家戦略として集中的に進めようとしている一方で、我が国では高い通信料金や各種規制

の存在等の制度的な問題から、知識創発社会の実現に向けた IT 革命への取り組みに出遅れ

たという危機感があった。そのため、2000 年 11 月に高度情報通信ネットワーク社会の形

成に関する施策を迅速かつ重点的に推進することを目的とした「高度情報通信ネットワー

ク社会形成基本法（IT 基本法）」を制定し、2001 年 1 月には政府一体となって IT 革命に取

り組むための IT 戦略本部が設置された。IT 戦略本部が設置されてすぐ、「5 年以内（2005

年）に世界最先端の IT 国家となる」ことを大目標とした「e-Japan 戦略」がまとめられた。

重点政策分野として、超高速ネットワークインフラ整備及び競争政策、電子商取引、電子

政府の実現、人材育成の強化の４つがあげられ、特に超高速ネットワークインフラの整備

では、「5 年以内に超高速アクセス（目安として 30～100Mbps）が可能な世界最高水準のイ

ンターネット網の整備を促進し、必要とするすべての国民が低廉な料金で利用できるよう

にする。（少なくとも 3000 万世帯が高速インターネット網に、また 1000 万世帯が超高速イ

ンターネット網に常時接続可能な環境の整備を目指す。）」という明確な目標が設定された。 
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②e-Japan 戦略Ⅱ 

 2003 年になり、第一期 e-Japan の柱であるインフラ整備は、高速インターネットの利用

可能世帯は DSL が 3,500 万世帯、CATV インターネットが 2,300 万世帯、超高速インター

ネットの利用可能世帯は FTTH が 1,770 万世帯に達し、当初の目標を短期間で大幅に上回

った。しかし、利用可能世帯に対して実際に利用している世帯の割合をみると、2003 年 7

月では DSL が 24.4％、CATV インターネットが 9.9％、FTTH が 3.2％となっており、利活

用の実態が基盤整備に比べて低調となっており、魅力あるコンテンツが不足していること

や、医療、教育、電子政府・電子自治体等の情報化は制度的な基盤整備が進んできてはい

るものの、利活用を促進するほどには十分に進んでいない分野が存在すること等が課題と

して明らかとなってきた。 

 このため、国の IT 政策が第一期から第二期に入ったとして、IT の利活用により、「元気・

安心・感動・便利」社会を目指す「e-Japan 戦略Ⅱ」が 2003 年７月に策定された。e-Japan

戦略Ⅱでは、国民にとって身近で重要な分野として、医療、食、生活、中小企業金融、知、

就労・労働、行政サービスの７分野をあげ、これらの分野での先導的な IT 利活用を推進し、

その成果を国民に広く提示することによって、社会に広く普及させることを目指している。

これらの 7 分野は、民と官が連携した IT の利活用により、国民が身近に IT 利活用の便益

を実感できることや、企業が生産性の向上、新サービス・新市場の創出、国際競争力の確

保を実現できることが、大いに期待できる分野でもあり、これらの分野での「構造改革」-

「資源再配置」-「新価値創造」の好循環をつくる民・官挙げての IT の利活用も期待され

ている。なお、インフラ面においては、目標の指標を利用可能世帯数から実利用世帯数に

変え、高速インターネット 3,000 万、超高速インターネット 1,000 万とする目標を定めた。 

 2004 年 8 月現在では、高速インターネットの実利用世帯＝契約世帯は DSL が 1,255 万世

帯、CATV インターネットが 277 万世帯、超高速インターネットの利用可能世帯は FTTH

が 160 万世帯となっている。IT 利活用の場面では、2001 年 3 月から 2004 年 3 月の間に、

電子申請・届出が可能な国の手続きの割合が１％から 96％に増加するといった基盤整備が

進んできている例だけでなく、株式取引に占めるインターネット取引率（売買代金ベース）

が 6％から 23％に増加するといった利用が進んできている例もみられるようになってきた。 

 

③u-Japan 政策 

 e-Japan 戦略が「2005 年に世界最先端の IT 国家となる」との目標を掲げ、インフラ整備

を中心に成果をあげているが、あくまで通過点に過ぎず、今後の我が国が抱える「少子高

齢化」にともなう様々な社会的課題を解決する「切り札」としての IT の利活用への期待は

大きなものになっている。また、IT 基盤がブロードバンドからユビキタスへと発展しつつ

あり、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワーク＝IT を利用できる社会「ユ

ビキタスネット社会」の実現も求められている。 

 総務省では、経済財政諮問会議においてユビキタスネット社会の実現を目標とした

「u-Japan 構想」を 2004 年 5 月に発表し、6 月 4 日に閣議決定された「経済財政運営と構
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造改革に関する基本方針 2004」にも、「経済活性化に向けた重点施策」として「ユビキタ

スネットワーク環境を整備し、高齢者・障害者が元気に参加できるＩＴ社会を実現するた

め、『u-Japan 構想』を具体化する」ことが盛り込まれた。そして、「2010 年には世界最先

端の ICT 国家として先導する」を大目標とし、次世代 ICT（情報通信技術）社会の実現へ

向けた中期ビジョンとして、u-Japan 構想を実現させるための政策である「u-Japan 政策」

が 2004 年 12 月に策定された。 

 u-Japan 政策は、e-Japan 戦略の電子化という意味での「e」を卒業し、①ブロードバン

ドからユビキタスネットへ、②情報化促進から課題解決へ、③利用環境整備の抜本強化と

いう 3 つの基本軸を進化させた戦略で、草の根的な ICT 環境のもと、創意ある利活用を通

じてまったく新しい価値が次々に湧き上がる「価値創発」に結実させていくため、民産学

官の有機的な連携で政策を実施していくこととしている。 

 

図表 ２－１－１ u-Japan 政策の基本思想：「e」から「u」への進化 

u-Japan
価値創発

e-JapanⅡ
利活用

◆草の根のように生活
の隅々までICTがとけ
込む

◆創意ある利活用で全
く新しい価値が生み
出される

e-Japan
インフラ

課
題
解
決

ユビキタスネット

利用環境整備

情報化促進

課題解決
事態実現

先導的利活用

電子商取引
電子政府

利活用促進

ナローバンド ブロードバンド ユビキタスネット
 

出典：「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会」最終報告書 
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２－２．通信・放送インフラの整備状況 

中部地域のブロードバンドの世帯普及率は、FTTH では全国よりも若干下回るが、CATV

インターネットは全国を大きく上回り、合計では 37.3％（2004(平成 16)年 8 月現在）と

全国平均を上回る普及率を示している。 

 

三重県は政策的に県内全市町村での CATV を整備してきたことから、ブロードバンド・

ゼロ地域はみられず、全国初の全市町村での地上デジタル放送が視聴可能な県となった。 
 

 

（1）ブロードバンド（DSL、光ファイバー、CATV インターネット） 

 ブロードバンドの利用者は全国で 16,918,498 人、中部地域で 2,286,515 人（2004 年 8 月

現在）、世帯普及率では全国 33.9%、中部地域 37.3%と、全国よりも高い普及率を示してい

る。DSL や光ファイバーの世帯普及率は全国と大きな差はないものの、CATV インターネ

ットの世帯普及率が高いことが理由となっている。 

図表 ２－２－１ ブロードバンド世帯普及率（2004 年 8 月現在）  
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資料：東海総合通信局、信越総合通信局 

 

 DSL は、NTT 東西（東日本（長野県）、西日本（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県））の

電話回線を DSL 回線事業者（Yahoo! BB、NTT 東西、イー・アクセス、アッカ・ネットワ

ークス他）が利用してサービスを提供している。DSL は、電話交換局と加入者宅との距離

によって利用できる速度が決まり、一定以上の距離があると利用できないため、電話交換

局の周囲に一定以上の人口集積が見られない中山間地域などでは、事業者が採算性をとり

にくいことから、サービス未提供地域が見られる。 

 光ファイバーは、NTT 東西（東日本（長野県）、西日本（愛知県、岐阜県、三重県、静

岡県））の B フレッツや、Yahoo!BB が中部地域の全ての県（一部市町村）で提供しており、

その他、KDDI の光プラス（名古屋市内の一部）、電力会社系では中部電力（名古屋市内の
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一部）のコミファ、独立系では有線ブロードネットワークス（名古屋市内の一部、春日井

市、稲沢市、尾張旭市、日進市、愛知郡 東郷町）がサービスを提供している。光ファイバ

ーは、電話回線とは別に事業者が新たに加入者宅までの回線を敷設するため、加入件数を

増やしやすいマンションなどの集合住宅を中心に各社とも営業に力を入れている。また、

サービス提供エリアは、敷設コストがかかることから一定以上の人口規模のある地域に限

られ DSL よりも狭く、複数の事業者から選べるのは名古屋市及び近郊に限られている。 

 CATV を利用したインターネット接続は、スターキャットや CCN、CTY 等各地のケーブ

ルテレビ局がサービスを提供している。CATV はブロードバンド以前から地域情報化の手

段として利用されてきたことから、利用可能な地域は光ファイバーよりも広く、中山間地

域も含まれている。三重県では CATV 整備を政策的に推進し、県内全市町村で視聴が可能

になっている。 

 

図表 ２－２－２ 県別ブロードバンド世帯普及率（2004 年 8 月現在）  
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資料：東海総合通信局、信越総合通信局 

 

 e-Japan 戦略の総括でブロードバンドの利用可能世帯数が目標を超えたことから、次の

ステップとして、ブロードバンド・ゼロ地域の解消という新たな問題が注目されるように

なってきた。総務省では、2004 年 6 月から「全国均衡のあるブロードバンド基盤の整備に

関する研究会」を開催し、2005 年 2 月に、中間報告を発表した。この中間報告では、ブロ

ードバンド基盤整備での民間主導の原則、国は目標提示や制度改正、支援措置による事業

環境整備の支援、地方自治体は地域の実情にあわせたインセンティブによる民間事業者の

サービス展開への促進的役割と自己設置した光ファイバーの民間事業者への開放等の補完

的役割を果たしつつ、事業者・国・地方自治体が連携しながらブロードバンド環境の全国

的整備をはかることとしている。 
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 中部地域でのブロードバンド・ゼロ地域の状況を、県別・接続種類別の普及率と利用可

能市町村の状況をみると、愛知県は CATV の普及率が全国合計よりも高く、中部地域の中

で光ファイバーの普及が最も高くなっている。その一方、県の東部に空白町村がある。三

重県は CATV の普及率が 20％を超え全国一位の普及率となっており、全市町村でブロード

バンドが利用可能になっている。静岡県では、DSL の普及率が 32.0％と高く全国三位の普

及率となっており、ほぼ全市町村でブロードバンドが利用可能になっている。これらの 3

県では、ブロードバンド普及率が約 39％と全国平均を上回っている。中山間地域を多く抱

える岐阜県や長野県は、DSL の普及率が約 22％と全国合計を約 3 ポイント下回っており、

空白町村がいくつか見られる。 

 注：なお、これらの議論は、市町村内の一部地域でも利用可能であれば、ブロードバンドが

利用できる市町村として数えているため、実際には市町村内でブロードバンドが利用可

能な地域と可能でない地域とがあることに注意が必要である。 

 

 

図表 ２－２－３ 市町村別ブロードバンド利用可能地域  

 

（愛知県）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2004 年 8 月末現在 

DSL + CATV +光ﾌｧｲﾊﾞ 

DSL + CATV

DSL +光ﾌｧｲﾊﾞ 

DSL 

光ﾌｧｲﾊﾞ 

津具村

豊根村 

富山村 

東栄町

鳳来町 作手村 
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（岐阜県） DSL + CATV +光ﾌｧｲﾊﾞ 

DSL + CATV

DSL +
上宝村

高根村

朝日村

光ﾌｧｲﾊﾞ

 
  

（三重県） 

 

注 1 自治体区域の表記は、平成 16 年 4 月 1 日現在のものです。 

注 2 サービス提供の有無は、自治体単位で示したものであり、 

    一部の地域のみで利用可能な場合を含みます。 

DSL 

CATV 

光ﾌｧｲﾊﾞ 

白川村

荘川村

清見村

藤橋村 

板取村 

春日村 

谷汲村 

久瀬村 

宮村 

上之保村

串原村

洞戸村 

2004 年 8 月末現在 

DSL + CATV

CATV 

DSL + CATV +光ﾌｧｲﾊﾞ

2004 年 8 月末現在 

    一部の地域のみで利用可能な場合を含みます。 

注 2 サービス提供の有無は、自治体単位で示したものであり、 

注 1 自治体区域の表記は、2004 年 4 月 1 日現在のものです。 
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（静岡県） 注 1 自治体区域の表記は、平成 16 年 4 月 1 日現在の 

ものです。 

注 2 サービス提供の有無は、自治体単位で示したもので 

あり、一部の地域のみで利用可能な場合を含みます。

 

（長野県） 

 

 

 

 

資料：東海総合通信局、信越総合通信局 

上村 

八坂村 

平谷村 

売木村

DSL + CATV +光ﾌｧｲﾊﾞ

DSL DSL + CATV

DSL +光ﾌｧｲﾊﾞ

瀧山村 

2004 年 8 月末現在 

DSL ｻｰﾋﾞｽ提供（６０） 

 【対応する電話交換局の所在する市町村を

表示】

ｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ提供（４） 

 【一部の地域のみ提供されている市町村を

含む】

DSL＆ｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ提供（４８） 

FTTH ｻｰﾋﾞｽ提供（９） 

 【対応する電話交換局の所在する市町村を

表示】 

（ｻｰﾋﾞｽ提供市町村を太枠により記載） 
※サービス提供市町村について 

サービス提供中の市町村においても、ブロ

ードバンドサービス提供事業者の設置状

況等により使用できない地域があります。

なし（５）

2004 年９月３０日現在 
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（2）地上デジタル放送 

 地上デジタル放送は、2003 年 12 月からスタートし、愛知県瀬戸市に新設されたデジタ

ルタワーからの送信で、名古屋市、尾張地区を中心とする地域が放送電波の直接受信によ

る視聴エリアとなっていた。1 年後の 2004 年 12 月からは、ＮＨＫ名古屋放送局及び中京

広域放送親局（中部日本放送（株）、東海テレビ放送（株）、名古屋テレビ放送（株）、中京

テレビ放送（株）が置局））が全国に先駆けフルパワー（3kW）の放送が開始し、東三河地

区を除く愛知県全域、岐阜県、三重県の一部で、地上デジタル放送が受信できるようにな

った。 

 今後の中部地域での地上デジタル放送のための放送局の開局スケジュールを見ると、

2005 年は、4 月から三重県域放送親局で放送が開始され、6 月から静岡県域放送親局（一

部）の放送が開始され、11 月から静岡県域放送親局（残り）の放送が開始される予定とな

っている。さらに、2006 年には、4 月から長野県域放送親局（一部）、10 月から長野県域

放送親局（残り）での放送が開始される予定となっており、中部地域の全ての放送局での

地上デジタル放送化が完了する。 

 

図表 ２－２－４ 中部地域各放送局の地上デジタル放送の開始予定 

都道府県名 放送局名 開始目標時期 視聴可能世帯数(目安) 

中京広域圏 中京テレビ放送 開始済 約 294 万世帯 

（注） 中部日本放送 開始済 約 294 万世帯 

  東海テレビ放送 開始済 約 294 万世帯 

  名古屋テレビ放送 開始済 約 294 万世帯 

愛知 ＮＨＫ名古屋 開始済 約 308 万世帯 

  テレビ愛知 開始済 約 232 万世帯 

岐阜 ＮＨＫ 岐阜 開始済 約 55 万世帯 

  岐阜放送 2005 年 4 月 約 57 万世帯 

三重 ＮＨＫ津 2005 年 4 月 約 48 万世帯 

  三重テレビ放送 2005 年 4 月 約 51 万世帯 

静岡 ＮＨＫ静岡 2005 年 6 月 約 55 万世帯 

  静岡第一テレビ 2005 年 11 月 約 55 万世帯 

  静岡放送 2005 年 6 月 約 55 万世帯 

  テレビ静岡 2005 年 11 月 約 55 万世帯 

  静岡朝日テレビ 2005 年 11 月 約 55 万世帯 

長野 ＮＨＫ長野 2006 年 4 月 約 40 万世帯 

  テレビ信州 2006 年 10 月 約 40 万世帯 

  信越放送 2006 年 10 月 約 40 万世帯 

  長野放送 2006 年 10 月 約 40 万世帯 

  長野朝日放送 2006 年 10 月 約 40 万世帯 
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●豊橋(愛知)、中濃(岐阜)の各中継局は、２００５年３月を目標に放送開始（岐阜放送は４月） 

●浜松(静岡)中継局の NHK 及び静岡放送については２００５年６月、また、テレビ静岡、静岡朝日テレ

ビ、静岡第一テレビについては、２００５年１１月を目標に放送開始 

資料：東海総合通信局、信越総合通信局 

 

 

 当初から、東京や大阪と比べて、放送電波の直接受信エリアのカバー率が大きかった中

京地域であるが、CATV での地上デジタル放送の再送信も積極的に行われており、放送電

波では受信できない地域でも視聴が可能となっている。2004 年 8 月には、三重県内の全市

町村で CATV による地上デジタル放送の視聴が可能となっており、全国初の全市町村での

地上デジタル放送が視聴可能な県となった。これにより、中京広域圏（岐阜、愛知及び三

重県）においては、2004 年 8 月現在、31 事業者が 144 市町村において、地上デジタル放送

の再送信を開始しており、約 127 万世帯がケーブルテレビによる地上デジタル放送の視聴

が可能となっている。 

 

図表 ２－２－５ 地上デジタルの放送電波による受信可能エリアとケーブルテレビによる視聴 

可能エリア 

放送電波 

 

2003年12月開始時 

2004年末目途 

美濃

   谷汲 

美濃加茂

岐阜 

 

亀山 

一宮 

西尾 

岡崎 

豊橋 

豊田 

瑞浪

多治見 

足助 津島 名古屋 

東海 

半田 

藤原 

犬山 

伊勢 

大垣 

桑名 

四日市 

鈴鹿 

津 
白山 

松阪 

鳥羽 
 飯南 
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愛知県ケーブルテレビ 
（６０市町村、2004 年８月１日現在） 

 
 

ｼｰｴｰﾃｨｰﾌﾞｲ株式会社 株式会社ｱｲ･ｼｰ･ｼｰ 
 

株式会社武豊ﾆｭｰﾃﾚﾋﾞ 稲沢ｼｰｴｰﾃｨｰｳﾞｨ株式会社
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

岐阜県ケーブルテレビ

 

 
 

 
 

ｽﾀｰｷｬｯﾄ･ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

中部ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

ｸﾞﾘｰﾝｼﾃｨｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ株式会社

ひまわりﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社 

知多ﾒﾃﾞｨｱｽﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社 

株式会社とこなめﾆｭｰﾃﾚﾋﾞ 

株式会社美浜ﾆｭｰﾃﾚﾋﾞ 西尾張ｼｰｴｰﾃｨｰｳﾞｨ株式会社

株式会社南知多ﾆｭｰﾃﾚﾋﾞ 

株式会社ｷｬｯﾁﾈｯﾄﾜｰｸ 

ﾐｸｽﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社 

三河湾ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

豊根ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社 

（１８市町村、2004 年８月１日現在） 

中部ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社 

株式会社ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ可児 ｼｰｼｰｴﾇ株式会社

株式会社大垣ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
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三重県ケーブルテレビ 

（６６市町村、2004 年８月１日現在） 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：東海総合通信局 

 

（3）携帯電話 

 携帯電話はPHSを含めて全体では、全国では2004年9月末現在普及率69.9％契約数8,864

万台で、このうち 85％以上で携帯インターネットが利用可能となっている。高速なデータ

通信やマルチメディアを利用した各種のサービスなどが可能な第三世代（3G）への移行が

進みつつあり、３G の契約数は、2006 年 3 月には携帯電話の半数が 3G になるという予測

がされている。また、昨年度からはじまったパケット通信定額契約はすべてのキャリアで

サービスされるようになっており、2004 年 9 月末現在 238 万から 2006 年 3 月には 20％が

定額契約になると予測されている。（参考：「ケータイ白書 2005」） 

 中部地域では 2004 年 9 月末現在普及率 71.1％契約数 1,206 万台となっており、全国とほ

ぼ同水準の普及率となっている。携帯電話での 3G の割合は 1/4 弱となっており、全国を

若干下回っている。 

 

株式会社ｼｰ･ﾃｨｰﾜｲ

株式会社ｼｰﾃｯｸ 

株式会社ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ鈴鹿 

株式会社 ZTV 

株式会社勢慶映像ﾈｯﾄﾜｰｸ 

伊賀上野ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ株式会社 

株式会社ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽｺｰﾌﾟ 

松阪ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ･ｽﾃｰｼｮﾝ株式会社

株式会社ｱｲﾃｨｰﾋﾞｰ 
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図表 ２－２－６ 中部地域での携帯電話普及状況（2004 年 9 月末現在） 

3G の割合 全体 携帯電話 

 

（a） 

携帯電話

（3G） 

（b） 

   

（b/a） 

ＰＨＳ 

83.8% 79.9% 19.1% 3.9%
愛知県 

5,887,204 5,616,576 1,342,045
23.9%

270,628

63.9% 62.5% 13.9% 1.4%
岐阜県 

1,345,375 1,316,446 292,591
22.2%

28,929

63.1% 61.9% 13.9% 1.2%
三重県 

1,172,154 1,150,704 257,405
22.4%

21,450

62.6% 61.3% 13.9% 1.3%
静岡県 

2,363,781 2,313,479 526,254
22.7%

50,302

58.7% 57.2% 18.3% 1.5%
長野県 

1,292,001 
31.9%

1,259,005 402,044 32,996

71.1% 68.7% 16.6% 2.4%
中部地域計 23.3%

12,060,515 11,656,210 2,820,339 404,305

69.9% 66.1% 17.8% 3.8%
全国 

88,643,988 83,836,500 22,610,000
27.0%

4,807,488

資料：東海総合通信局、信越総合通信局 

 

注１ 携帯電話（３Ｇ）＝第３世代携帯電話における数値を表す。 

注２ 各地域上段は人口普及率、下段は、2004 年９月末現在の契約者数を表す。 

注３ 携帯電話（３Ｇ）については、携帯電話における内数を表す。 

注４ 普及率算出の人口は、総務省自治行政局発表の 2004 年 3 月 31 日現在の数値を使用。 
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２－３．電子自治体への取り組み状況 

全国の電子自治体への取り組み状況をみると、ホームページの整備と電子メールによる

意見・相談受付は、ほとんどの都道府県・市町村で行われているが、実施しているサー

ビスの内容では都道府県と市町村との間では大きな差が出ている。 

 

 

 全国レベルでの電子自治体の進捗状況をみると、推進体制として都道府県レベルでは専

門課（係）が担当しているケースがほとんどだが、市町村では専門課（係）が担当してい

るケースは約 1/3 にとどまっている。しかし前年と比較して約 5 ポイント増加しており、

専門課（係）の設置が進んできている。また、CIO（Chief Information Officer 最高情報責

任者）の任命状況をみると、都道府県レベル、市町村レベルともに約半数が設置するよう

になっており、副知事や助役があたる場合が多い。前年と比較して市町村で約 25 ポイント

増加しており、市町村レベルでの任命が 1 年でかなり進んできている。 

 電子自治体に向けた計画の策定等では、都道府県レベルでは計画の策定、住民への公表

がほとんどの自治体で行われているが、市町村レベルでは電子自治体構築計画が 1/4 の自

治体で策定できているが、手続き等のオンライン化では約 16％、これらの公表は約 9％と

ほとんどの自治体でこれからの状況となっている。しかし、職員の研修は市町村レベルで

は約 50％となっているが、前年と比較して約 15 ポイントの増加、パソコンの一人一台体

制は約 70％で前年と比較して 25 ポイントの増加など急速に整備が進んできている。 

 ホームページの整備と電子メールによる意見・相談受付は、ほとんどの都道府県・自治

体で行われている。しかし都道府県レベルと市町村レベルとではサービスの内容に大きな

差が出ている。都道府県では、申請書のダウンロードやパブリックコメントの受付、情報

検索（クリアリングシステム）が利用可能になっており、外国語やバリアフリーへの配慮

もされているところがほとんどとなっている。市町村レベルではまだ未整備の項目が多く、

それぞれ 15～25％前後の自治体で整備されている状況となっている。 

 行政手続きのオンライン化については、都道府県レベルでも実施済みの自治体はあまり

多くなく、図書館の蔵書検索は 90％を超える都道府県で利用できるが、汎用受付システム

の導入や公共施設のオンライン予約が約 40％開始済み、電子入札は公共事業が約 20％、物

品調達で約 10％、手数料の電子納付はほとんどの都道府県で未開始となっている。市町村

では、さらに導入済みの割合は低く、電子入札や手数料の電子納付は 90％以上の市町村で

導入の予定が未定となっている。 

 

 

 

 

図表 ２－３－１ 電子自治体の進捗状況（2003 年 4 月現在） 

 

項 目 都道府県 市町村 

①既存の課（係）が担当 3 (6.4) 2,139 (68.5)

②専門課（係）が担当 44 (93.6) 974 (31.2)

③その他 0 (0.0) 10 (0.3)

１
推
進
体 

 

 
 

制 

回答数 47 3,123 
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項 目 都道府県 市町村 

ＣＩＯの任命の有無  

①任命している 24 (51.1) 1,369 (43.8)

②任命していない 23 (48.9) 1,754 (56.2)

回答数 47 3,123 

ＣＩＯの任命状況  

①首長の任命 3 (12.5) 117 (8.5)

②副知事の任命 12 (50.0) － (－)

③助役の任命 － (－) 1,067 (77.9)

④部局長級の任命 5 (20.8) 66 (4.8)

⑤課長級の任命 1 (4.2) 113 (8.3)

⑥その他の任命 3 (12.5) 6 (0.4)

２
Ｃ
Ｉ
Ｏ
の
任
命
状
況 

回答数 24 1,369 

ネットワーク管理者（又はＣＩＯ補佐官）への外部人材の任用の有無  

①任命している 3 (6.4) 11 (0.4)

②任命していない 44 (93.6) 3,112 (99.6)

回答数 47 3,123 

ネットワーク管理者（又はＣＩＯ補佐官）への外部人材の任用状況  

①副知事 0 (0.0) － (－)

②助役 － (－) 0 (0.0)

③部局長級 1 (33.3) 0 (0.0)

④課長級 1 (33.3) 8 (72.7)

⑤その他 1 (33.3) 3 (27.3)

３
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
管
理
者
（
又
は
Ｃ

Ｉ
Ｏ
補
佐
官
）
へ
の
外
部
人
材
の

任
用
状
況 

 回答数  3  11 

①電子自治体構築計画を策定済み 46 (97.9) 730 (23.4)

②申請・届出手続等のオンライン化にかかる計画を策定済み 41 (87.2) 512 (16.4)

③①又は②の計画を住民・企業等に公表 42 (89.4) 283 (9.1)

④本庁知事（市長）部局において、一人一台パソコンを整備済み 46 (97.9) 2,170 (69.5)

⑤情報化について職員の教育・研修を実施 44 (93.6) 1,536 (49.2)

４
電
子
自
治
体
へ
向

け
た
計
画
の
策
定

等
（
複
数
回
答
） 

回答数 219 5,231 

開設状況  

①開設 47 (100.0) 3,086 (98.8)

②未開設 0 (0.0) 37 (1.2)

回答数 47 3,123 

掲載内容（複数回答）  

①電子メールにより意見・要望を受け付けている 47 (100.0) 2,862 (92.7)

②電子掲示板等による住民との意見交換を行っている 19 (40.4) 892 (28.9)

③ホームページを利用したパブリックコメントを行っている 45 (95.7) 485 (15.7)

④申請・届出等の様式のダウンロードサービスを行っている 47 (100.0) 1,742 (56.4)

⑤情報検索システム（クリアリングシステム）を整備している 43 (91.5) 818 (26.5)

⑥外国語による情報提供を行っている（外国語バージョンの開設） 47 (100.0) 562 (18.2)

⑦ウェブのバリアフリーに配慮している 39 (83.0) 562 (18.2)

５
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
開
設
状
況 

回答数 287 7,923 

申請・届出等の行政手続きのオンライン化するための汎用受付シ

ステムの導入状況 

 

①導入済み 18 (38.3) 120 (3.8)

②2004 年度導入予定 19 (40.4) 489 (15.7)

③2005 年度導入予定 7 (14.9) 361 (11.6)

④2006 年度以降導入予定 2 (4.3) 237 (7.6)

⑤未定 1 (2.1) 1,916 (61.4)

回答数 47 3,123 

公共事業に係る電子入札の実施状況  

①開始済み 9 (19.1) 12 (0.4)

②2004 年度開始予定 15 (31.9) 48 (1.5)

③2005 年度開始予定 11 (23.4) 115 (3.7)

④2006 年度以降開始予定 10 (21.3) 283 (9.1)

⑤未定 2 (4.3) 2,665 (85.3)

６ 

行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ 

 
 

 

 
 

ン
化
の
推
進
状
況 

回答数 47 3,123 
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項 目 都道府県 市町村 

物品調達（非公共事業）に係る電子入札の実施状況  

①開始済み 5 (10.6) 3 (0.1)

②2004 年度開始予定 3 (6.4) 14 (0.4)

③2005 年度開始予定 12 (25.5) 64 (2.0)

④2006 年度以降開始予定 16 (34.0) 187 (6.0)

⑤未定 11 (23.4) 2,855 (91.4)

回答数 47 3,123 

手数料等の歳入の電子納付の実施状況  

①開始済み 1 (2.1) 0 (0.0)

②2004 年度開始予定 1 (2.1) 11 (0.4)

③2005 年度開始予定 11 (23.4) 33 (1.1)

④2006 年度以降開始予定 13 (27.7) 151 (4.8)

６ 

行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ 

 
 

 

 
 

ン
化
の
推
進
状
況 

⑤未定 21 (44.7) 2,928 (93.8) 

回答数 47 3,123  

公共施設予約のオンライン化の実施状況   

①開始済み 20 (42.6) 662 (21.2) 

②2004 年度開始予定 7 (14.9) 126 (4.0) 

③2005 年度開始予定 2 (4.3) 148 (4.7) 

④2006 年度以降開始予定 2 (4.3) 191 (6.1) 

⑤未定 16 (34.0) 1,996 (63.9) 

回答数 47 3,123  

ネットワークを活用した図書館蔵書検索の実施状況   

①開始済み 44 (93.6) 1,076 (34.5) 

②2004 年度開始予定 2 4.3) 84 (2.7) 

③2005 年度開始予定 0 (0.0) 75 (2.4) 
④2006 年度以降開始予定 0 (0.0) 84 (2.7) 
⑤未定 1 (2.1) 1,803 (57.8) 

回答数 47 3,122 

①本会議又は委員会の審議日程・審議項目をホームページで公開

している 

47 (100.0) 1,108 (35.5)

②本会議又は委員会の議事録をホームページで公開している 45 (95.7) 657 (21.0)

③本会議又は委員会をインターネットで中継している 26 (55.3) 108 (3.4)

④過去の本会議又は委員会の中継をインターネットで視聴可能で

ある 

22 (46.8) 70 (2.2)

７
議
会
の
電
子
化
の

実
施
状
況
（
複
数

回
答
） 

回答数 140 1,943 

資料：地方自治情報管理概要（2004 年 10 月） 

 

①愛知県 

 愛知県では、電子自治体化を経費や人的な面で効率よく、地域全体として格差なく、し

かも早期に実現するため、「あいち電子自治体推進協議会」を設立し、愛知県及び県内市町

村（名古屋市を除く）が参加して、電子自治体に必要となるシステムの開発や、運営のた

めのデータセンター「あいち自治体データセンター」などの費用を負担しあい、電子自治

体の電子申請・届出を行っている。県の電子申請・届出システムは 2004(平成１６)年 7 月

から、市町村の電子申請・届出システムは 2005 年 1 月から運用を開始している。 

②岐阜県 

 岐阜県では、「岐阜モデル」の電子調達システムを開発し、2004 年４月には本庁での随

意契約案件での運営を開始している。岐阜モデルの特徴は、一般的な応札＋開札といった

入札の通気・決定手続きだけでなく、事前手続から通知・決定手続き、事後手続きの一連

の調達業務全般を電子化したもので、電子カタログの導入やグリーン調達を推進するため
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エコマーク商品総合サイトを参照、契約事業者との納期等の進行状況の情報共有、支払日

の公開機能、統計・分析機能等を持っているところにある。今後は、2005 年４月には総合

庁舎、2006 年４月にはすべての出先機関での運用機関の拡大と、2005 年３月から競争入札

案件（一般競争入札・指名競争入札・公募型指名競争入札）への対応による利用可能な案

件の拡大とを段階的に実施していく予定となっている。また、岐阜県でも市町村の共同電

子申請システム「ぎふ市町村共同ポータル」2004 年からがスタートしており、岐阜市、大

垣市、関市、各務原市、可児市、大野町、池田町、笠原町での電子申請・届出サービスが

利用可能になっている。岐阜市町村共同ポータルは、すべての市町村に同じサービスを提

供しているのではなく、それぞれの市町村の電子自治体化の進展にあわせたサービスを提

供している。 

③三重県 

 三重県では、2005 年 1 月から、申請・届出の総合窓口の運用を開始し、手続案内参照は

ほとんど全ての手続で、電子申請は現在（2005 年 1 月現在）約 300 の手続で行うことがで

き、講演会の申し込み等も可能となっている。また、県内市町村での電子自治体情報シス

テムを共同運用する方向で、三重県電子自治体推進連絡協議会において検討を重ねてきて

おり、2006 年度下期から電子申請システム、公共施設予約システム、総合文書管理システ

ムの共同運用を目指している。 

④静岡県 

 静岡県では、約 1,200 種類の申請書のダウンロードや県の運動施設や会館の会議室の一

部のインターネットからの施設予約が可能となっている。ダウンロードした申請書のうち

署名・押印による本人確認等を要しない行政手続については電子メールでの手続を受け付

けるサービスを 2001 年 4 月から実施している。本格的な電子申請は 2005 年 5 月からの正

式運用を予定しており、年間受付件数の 9 割に相当する手続を、2006 年度までにオンライ

ン化することを目標としている。 

⑤長野県 

 長野県では、各種申請書のダウンロードが可能となっており、2004 年 11 月より電子入

札システムが稼働を開始し、一部案件について試行的に電子入札を実施している。2005 年

4 月からは受注希望型競争入札の全案件を電子入札対応にする予定となっている。 
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第３章 「医」と「知」をめぐる中部地域での動向と課題 

３－１．「医療（電子カルテ・遠隔医療等）」の IT 化の動向と課題 

中部地域の電子カルテ普及状況を見ると、病院では長野県や愛知県で導入が進んでおり、

全国平均を大きく上回っている。そのため、中部合計でも全国平均を若干上回っている。

診療所では、長野県が多いものの、中部合計では全国平均とほぼ同じ状況となっている。 

 

中部地域の遠隔医療の実施状況をみると、電子カルテと同様に、長野県と愛知県では実

施数が多いが、静岡県も多くの病院等で遠隔医療が実施されており、中部地域 5 県すべ

てで遠隔医療が実施されている。 

 

 

 

（1）医療の IT 化の動向 

 医療の IT 化に関して、一般利用者の関心は高く、総務省の「2001(平成１３)年度通信利

用動向調査（世帯対象調査）」では、「将来、自宅で受けたい情報通信サービス」のなかで

「画面を通じて医師への健康相談や診断」が 43.2％と最も多く、2 位の「ビデオ・オン・

デマンド」や 3 位の「行政サービスや公的施設の予約」とは 2.5 倍前後の差がついて、遠

隔健康管理への要望がぬきんでている。また、昨年度調査報告書「ブロードバンド時代の

コンテンツビジネス創出」では、パソコンや携帯等を利用して「ブロードバンドで利用し

てみたい地域情報」でも、「医療機関の診察予約・利用予約」や「健康相談」が 90％を超

えるなど、高い関心を示している。 

 

図表 ３－１－１ ブロードバンドで利用してみたい地域情報 

9 8 .6 %

95.6%

94.0%

93.0%

86.0%

94.4%

94.4%

89.8%

86.2%

85.8%

84.0%

9 3 .8 %

8 6 .6 %

8 5 .4 %

8 5 .0 %

75% 80% 85% 90% 95% 100%

医療機関の診察予約・利用予約

行き先までの経路案内

図書館の蔵書検索

図書館の貸出予約

メールでの役所への問い合わせ

健康相談

公共施設の予約

博物館等の所在地等

複数の医療機関でのカルテの共有

博物館等の企画展情報

映画・コンサートの情報

博物館等の展示・収蔵品情報

健康管理サービス

自分や家族のカルテの閲覧

教室等の利用予約

一般地域情報

学校・教育関連

医療・福祉関連

 

資料：「ブロードバンド時代のコンテンツビジネス創出」中部産業活性化センター 
（（株）キャリア・マムの協力を得て、インターネットユーザ 500 人を対

象（全国の主婦が中心）にした Web アンケート） 
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 医療のIT化については、医療の質の向上や医療の効率的提供について、図表 ３－１－２

にあるような効果が期待されており、今後の我が国の医療の姿として求められている、患

者中心の包括的・全人的な医療を実現するために不可欠の要素となっている。 

 厚生労働省では、１．患者の選択の尊重と情報提供、２．質の高い効率的な医療提供体

制、３．国民の安心のための基盤づくりの３つを柱とする今後の医療の将来像を実現させ

るための道筋と推進方策として、2001 年 12 月に「保健医療分野の情報化にむけたグラン

ドデザイン」を公表した。 

 

図表 ３－１－２ 医療の情報化がもたらす効果 

 

出典：「第１回医療情報ネットワーク基盤検討会」資料（厚生労働省医政局） 

 

 

 

最新医療情報へ

のアクセスと利用

診療情報の電子化・

伝送・同時共有 

医療の情報化 

積極的な医療情報の提供 

・患者との情報共有 

・インターネットによる医療情報 

 の提供 

・患者自身の治療参加 

 を支援 

情報化による効率化 

・電子カルテ//レセプト電算処理 

システムの統合 

・医療経営の効率化 

医療情報システムを

活用した安全な医療

の提供 

・人的ミスの防止 
地域医療連携 

・医療施設間の情報共有 

・専門医のコンサルテーション 

 による診療支援 

・遠隔医療（在宅医療） 

 このグランドデザインでは、電子カルテ、レセプト電算処理等を普及する数値目標と、

５年間にわたるアクションプラン策定している。2006 年度までに、電子カルテでは全国の

400 床以上の病院の 6 割以上、全診療所の 6 割以上、レセプト電算処理では全国の病院レ

セプトの 7 割以上の普及を目標としている。 
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図表 ３－１－３ 医療のＩＴ化の推進 

電子カルテ導入の推進  

 ・院内で診療情報を共有できることによるチーム医

療の促進 

 ・患者への分かりやすい説明 

 ・安全性の向上 

 ・業務の効率化   

→ 

○用語・コードの標準化等、基盤整備のさらなる促

進 

○メーカーによる一層使いやすい製品の開発・普

及 

○病院への導入に係る補助 ※   

レセプト電算処理システム導入の推進  

 ・診療報酬の請求について、電子媒体を活用する

ことによる業務の効率化を図る   

→ 

○コード体系の整備 

○レセプト電算処理のための基本マスターの開発

○病院への導入に係る補助 ※   

遠隔医療の推進  

 ・地域医療従事者が専門医の助言を受けやすくし

医療の質の向上を図る 

 ・在宅療養の継続による quality of life（生活の質）

の向上  

○遠隔医療補助事業の実施 

→ 

 

○一定の条件の下で患者の療養環境の向上が認

められる可 能性のある遠隔医療の対象につい

てのポジティブリストを明示。   

※2002 年度で終了  

資料：「第１回医療情報ネットワーク基盤検討会」資料（厚生労働省医政局） 

 

 

 

①電子カルテシステム 

 電子カルテは、診療録等の診療情報を電子化して保存更新するシステムであり、従来医

師が診療の経過を記入していた紙のカルテを電子的なシステムに置き換え、電子情報とし

て一括してカルテを編集・管理・記録するといった利用法だけでなく、診療録としての使

い方と検査オーダー、処方、画像・検査結果参照、会計等を電子化したオーダリングシス

テムとを併せてシステム化した利用法、さらに全人的な診療のために患者が利用してきた

診療所や病院間での診療録を共有するためのシステムとしての利用法といった様々な利活

用の段階がある。現状では、診療録や検査結果などの診療情報を電子的に保存、閲覧する

ために医療施設内での利活用が大部分となっている。 

 電子カルテを導入することで、 

○ 長期の大量保存が容易になる。 

○ 文字が判読不能といった問題がなくなる。 

○ 院内の任意の場所でカルテを呼び出して参照できる。 

○ 処方や検査オーダーとの一体化で確認しやすくなる。 

○ オーダー内容をレセプト請求に利用して会計事務が大幅に軽減される。 

○ データの柔軟な再利用が可能になる。 

といったメリットがある。 

 その一方で、デメリットとして、 

○ 見開きの紙の方が、ディスプレイよりも一覧性が高い。 

○ 紙はどこでも、だれでも記入できるが、電子カルテは端末のある場所でしか入力
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できない、操作の習熟が必要。 

○ 停電時、システムダウン時などのトラブルに弱い。 

○ セキュリティへ配慮する必要性が高い。 

○ 導入・維持費が高いが、具体的な効果がわかりにくい。 

○ 標準化されたシステムが存在していないので、他の機関ではそのまま利用できな

い 

といった点が上げられる。特に標準的電子カルテがなく、各メーカーや販売代理店が病院

毎に個別システムを構築しているため、相互運用性が確保されていないことが、電子カル

テ普及の大きな問題となっている。そこで、経済産業省と厚生労働省が連携しながら、標

準的電子カルテの開発・実証が行われている。 

 

図表 ３－１－４ 電子カルテ普及の推進 

電子カルテの普及目標 

「保健医療分野の情報化にむけ

たグランドデザイン」（2001 年１２

月）における達成目標  

◇2004 年まで  

 ・全国の各二次医療圏毎に少な

くとも１施設は電子カルテシス

テムの普及を図る 

◇2006 年まで  

 ・全国の４００床以上の病院の６

割以上に普及 

  ・全診療所の６割以上に普及 
 

← 

課題克服のための取組 

○ 用語・コードの標準化の推進

 ・病名、手術・処置名など５分野

については完成 

 ・症状・診察所見、生理機能検

査名・所見など５分野について

は１５年度に完成 

○ 導入補助、融資、税制 

 ・2002 年度補正予算により導入

を補助 

 ・電子カルテ等整備に対する社

会福祉・医療事業団融資の創

設 

 ・ＩＴ投資促進税制 

○ 標準的電子カルテ開発

 ・コンポーネント化 

 ・マルチベンダー環境 

○ 導入効果の検証 

 ・成功例の蓄積 

 ・医療施設のネットワークと医療

施設連携による医療の質の向

上と効率化を評価するモデル

事業の実施  

 

←

 

 

 

 

 

 

 

 

←

 

 

 

 

 

 

←

 

 

 

 

←

課題 

○医療の情報化推進に必要な標

準化やセキュリティなど基盤整

備が未了 

 

 

 

 

○システムの導入・維持費が高

い 

 

 

 

 

○急速に高性能化しているが、一

旦導入するとなかなか新しいシ

ステムに買い換えられない 

○

 

情報システムの導入効果が明

らかでない   

出典：「第１回医療情報ネットワーク基盤検討会」資料（厚生労働省医政局） 

 

 電子カルテは、病院・診療所等医療施設内での診療工程と病院運営工程の管理だけでな

く、医療施設間のネットワーク化によって、地域医療全体の質的向上が可能になることか

ら、医療情報ネットワークの推進が検討されてきている。 

 厚生労働省医政局の医療情報ネットワーク基盤検討会最終報告「今後の医療情報ネット

ワーク基盤のあり方について」では、「医療にかかわる数多くの機関が、相互に情報交換可

能な環境下で電子化を進め、個人情報保護を担保しながら必要な情報の授受が行われるこ

とにより、国民と医療に関連する施設にとって分かりやすいメリットがもたらされること

が掲げられた。例えば、国民にとっては、他の医療施設へ紹介される際の負担が軽減した
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り、自宅から自分の電子カルテを安全に閲覧することが可能となったり、医療施設にとっ

ては、自施設の患者の診断治療等に関する助言を他施設の専門医等から円滑に得ることが

可能となるといったメリットが考えられる。 

 また、国民と医療施設の双方に関連するメリットとしては、投薬や検査の不要な重複を

防止したり、体質等により投与してはいけない薬の情報を共有したり、円滑に外来受診や

入院の予約を行うことなどがあり、安全性、患者サービスの質、利便性等が向上するもの

と期待される。さらに、今後の医療の情報化の発展に伴い、国民の理解を前提として、医

療情報の収集・整備と臨床研究等への利用が可能となり、医学・医療の向上に寄与するこ

とが期待されるなど、社会全体としてのメリットがもたらされることが考えられる。」とま

とめている。 

 

 中部地域の電子カルテ普及状況を見ると、病院では長野県や愛知県で導入が進んでおり、

全国平均を大きく上回っている。そのため、中部合計でも全国平均を 0.8 ポイント上回っ

ている。診療所では、長野県が 4.7％と多いが、他の 4 県は 3％台前半と差が少なく、中部

合計でも全国平均とほぼ同じ状況となっている。 

 

 

図表 ３－１－５ 中部地域の電子カルテ普及状況（2004 年 6 月現在） 

 病院数 
電 子 カ ル

テ導入数 
導入率 診療所数 

電 子 カ ル

テ導入数 
導入率 

全 国 9,174 348 3.8% 95,890 3,332 3.5%

中部合計 912 42 4.6% 11,542 410 3.6%

愛知県 360 18 5.0% 4,641 160 3.4%

岐阜県 113 3 2.7% 1,450 45 3.1%

三重県 116 3 2.6% 1,389 44 3.2%

静岡県 183 6 3.3% 2,596 92 3.5%

長野県 140 12 8.6% 1,466 69 4.7%

注：病院数、診療所数は 2004 年 6 月末現在 

資料：「電子カルテ白書」㈱エム・イー振興協会、「医療施設動態調査」厚生労働省 
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図表 ３－１－６ 中部地域の電子カルテ導入病院 

県 施設名 

オーダ、連動・連携システム 

①オーダ ②画像 ③臨床検査④看

護  ⑤医事他 

参照、診療・経営支援機能 

稼働開始 

※予定 

含む 

トヨタ記念病院 

①フルオーダ ②放射線(PACS)、

ES・US システム他 ③検体、細菌、

病理、手術、麻酔記録、輸血、生

理検査、薬局、健診、服薬指導、

リハシステム ④看護過程全般・病

棟管理、ナースコールシステム ⑤

医事会計、病歴、物流、地域連携

システム、コールセンター等 

診療・看護記録全般、画像

及び医学情報参照、デュア

ルモニタ、クリニカルパス、経

営管理、DWH、DI 等 

薬品情報システム、医学辞

書／治療指針、XML 検索 

03 年 9 月

はちや整形外科病

院・リハビリテーショ

ンクリニック 

①処方、注射、処置、検体、生理、

画像、リハ他 ②CT、MR(画像ファイ

リングから JPG 取込)③結果取込、時

系列表示 ④医事会計 

 

クリニック 

00 年 11

月、病院 03

年 7 月 

厚生連足助病院 

①フルオーダ ②放射線(PACS)、

ES・US システム他、③検体、細菌、

病理、手術、輸血、生理検査、薬

局、リハビリ ④看護過程全般・病

棟管理 ⑤医事会計システム 

診療・看護記録、各種画像

及び関連医学情報参照、薬

品情報システム、医学辞書

／治療指針、XML 検索 

03 年 12 月

安城更正病院 

①フルオーダ ②放射線(PACS)、

ES・US システム他、③検体、細菌、

病理、手術、麻酔記録、輸血、生

理検査、薬局、健診、服薬指導、

リハシステム等   ④看護過程全

般・病棟管理   ⑤医事会計システ

ム 

診療・看護記録、各種画像

及び関連医学情報参照、薬

品情報システム、医学辞書

／治療指針、XML 検索 

02 年 5 月

宇野病院 

①全般 ②画像検査全般 
クリティカルパス 

薬剤情報 
04 年 1 月③病理、検体 ④看護記録、看護計

画、バイタル ⑤医事等 

協立総合病院 

①全般 ②生理検体(DICOM) 

③病理、検体、細菌 ④看護記録 

⑤医事等 

クリティカルパス 

薬剤情報 
01 年 9 月

三九朗病院 

①処方、注射、検体、診療予約 

③検査システム ⑤医事会計、その

他部門システム 

問診システム 03 年 7 月

松蔭病院 
①全般 ③検査 ④看護 ⑤医事、調

剤 

薬剤情報参照 

監査システム 
04 年 12 月

三好町民病院 

①フルオーダ ②放射線(PACS)、

ES・US システム他、③検体、細菌、

手術、生理検査、薬局、健診、服薬

指導、リハシステム等 ④看護過程全

般・病棟管理、⑤医事会計システム 

診療・看護記録全般、画像

及び医学情報参照、薬品情

報システム、医学辞書／治

療指針、XML 検索 

01 年 5 月

愛
知
県 

藤田保健衛生大学

病院 

①全般 ②CR,CT,MRI,RI,US,血管

造影 ③検体検査、画像生理、病

理、細菌、輸血、④患者状態、看護

内 容 、 診 断 、 計 画 等  ⑤ 医 事 、

PACS、RIS、輸血、物流、看護勤務、

検体検査、病理、服薬指導等 

DL、DWH 構築中 
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オーダ、連動・連携システム 

県 施設名 ①オーダ ②画像 ③臨床検査④看

護  ⑤医事他 

参照、診療・経営支援機能 

稼働開始 

※予定 

含む 

豊橋市民病院 

①処方（注射）、検体、生理画像、リ

ハ他 ②放射線(ＲＩＳ) ③臨床検査 

④看護計画、病棟管理 ⑤医事 

薬剤情報参照 03 年 3 月

豊田地域医療セン

ター 

①全般(手術等一部のｵｰﾀﾞｰ除く) 

②放射線(PACS) ③検体、細菌、病

理 ④看護計画、看護記録等 ⑤医

事、調剤支援、給食、栄養指導、放

射線(RIS)、健診、リハビリ 

クリティカルパス 04 年 3 月

名古屋共立病院 ①全般 ③検査 ⑤医事、調剤 
薬剤情報参照、監査システ

ム 
03 年 12 月

名古屋市立大学病

院 

①全般 ②放射線(PACS)システム他 

③検体、細菌、病理、輸血、生理、

手術、薬剤業務、薬品情報、生体モ

ニタシステム 

④看護・病棟管理、ナースコール ⑤

医事会計、債券管理システム、給

食、栄養指導、物流、病歴管理、経

営支援システム 

診療・看護記録全般、各種

画像及び関連医学情報参照

クリニカルパス 

経営分析システム 

04 年 1 月

名古屋大学病院 

①全般 ②放射線(PACS)他  ③検

体、細菌検体、病理、輸血、生理検

査、手術、薬剤業務支援システム 

④看護過程全般・病棟管理 ⑤医事

会計、給食、栄養指導、物流、病歴

管理、経営支援システム 

診療、・看護記録全般、各種

画像(一部) 

及び関連医学情報参照,クリ

ティカルパス(開発中)経営分

析システム(開発中) 

03 年 1 月

(段階的に

稼働) 

名南ふれあい病院 

①全般 ②放射線、 ③病理、検体、

細菌 ④看護記録、バイタル ⑤医事

等 

クリティカルパス 

薬剤情報 
03 年 7 月

名南病院 

① 全 般  ② 放 射 線 、 生 理 検 査

(DICOM) ③病理、検体、細菌④看

護記録、バイタル ⑤医事等 

クリティカルパス 

薬剤情報 
01 年 10 月

愛
知
県 

①全般 ②放射線 ③検査センター

連動、検体、病理 ④看護計画、病

棟管理 ⑤医事、等 

薬剤情報参照 

03 年 41 月

か ら 段 階

的に稼働 

磯病院 

岐阜大学病院 

①全般 ②放射線 ③検査部門シス

テム ④看護診断、看護計画、経過

記録、病棟管理、勤務管理 ⑤医

事、物流 

コクピット、 

クリティカルパス 
04 年 6 月

高山赤十字病院 
①全般 ②全般、レポート参照 

③全般 ⑤医事、予約、調剤 
ナビゲーションケアマップ 02 年 2 月

岐
阜
県 

国保坂下病院 

 

①フルオーダ ②放射線(PACS), 

ES・US システム他、③検体、細菌、

病理、手術、生理検査、薬局、服薬

指導、リハシステム ④看護過程全

般・病棟管理(電子カルテ機能に包

含) ⑤医事会計システム 

診療・看護記録全般、画像

及び医学情報参照、薬品情

報システム、医学辞書／治

療指針、XML 検索 

01 年 6 月
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オーダ、連動・連携システム 

県 施設名 ①オーダ ②画像 ③臨床検査④看

護  ⑤医事他 

参照、診療・経営支援機能 

稼働開始 

※予定 

含む 

済生会松阪病院 
①全般 ②画像、③検査、病理 ④

看護 ⑤医事 

クリニカルパス、薬剤情報参

照、監査システム 
03 年 1 月

小山田記念温泉病

院 

①フルオーダ ②放射線(RIS)他  ③

検体、細菌、手術、薬局システム、リ

ハビリシステム ④看護過程・病棟管

理 ⑤医事会計 

診療・看護記録全般、画像

及び関連する医学情報参

照、薬品情報、医学辞書／

治療指針、XML 検索 

03 年 4 月

三
重
県 

鈴鹿回生病院 

①全般 ②CR(DICOM) 

③病理、検体、細菌 

④看護記録、バイタル ⑤医事等 

クリティカルパス 

薬剤情報 
01 年 1 月

県立静岡がんセン

ター 

①全般 ②放射線・生理・内視鏡、病

理 ③検査センター連動、検体、病

理 ④看護全般 ⑤医事、物流、治

験、検診、患者モニタ、経営管理、

輸血管理、調剤、服薬指導等 

クリニカルパス 

データ後利用システム 

経営支援システム 

薬剤情報参照 

02 年 9 月

国立静岡てんか

ん・神経医療センタ

ー 

①全般 ②放射線 ③検体、生理 

⑤予約、D・I 
薬剤情報参照 02 年 10 月

松田病院 
①全般 ③病理、検体、細菌  

④看護記録、バイタル ⑤医事等 

クリティカルパス 

薬剤情報 
03 年 11 月

島田市民病院 

①全般 ②CR、CT、MRI、RI、US、血

管造影、心カテ、X-TV(一部 Web) 

③検体検査、画像生理 ④患者状

態、看護内容、診断、計画等 ⑤医

事、PACS、看護勤務、栄養管理、検

体検査、病理管理、地域医療、服薬

指導等 

院内コミュニケーションシステ

ム、DI 
02 年 3 月

藤枝平成記念病院 
①全般 ②PACS ③検査 ④看護 

⑤医事、調剤、リハビリ 

薬剤情報参照、 

監査システム 
04 年 2 月

静
岡
県 

磐田すずかけ病院 

①処方のみ ③外部検体検査 

④バイタル管理、伝票管理 

⑤医事、等 

薬剤情報参照 03 年 6 月

軽井沢町立病院 
①全般 ②画像 ③検査 ④看護支

援 ⑤医事、栄養、薬剤、健診等 

クリニカルパス、薬剤情報参

照、監査システム 
02 年 7 月

更埴中央病院 
①全般 ③検査 ④看護 ⑤医事、栄

養、調剤 

薬剤情報参照、監査システ

ム 
04 年 3 月

松本協立病院 
①全般 ③病理、検体等 ④看護記

録、バイタル ⑤医事等 
クリティカルパス 薬剤情報 01 年 7 月

信州大学医学部附

属病院 

①フルオーダ(電子カルテ機能に包

含) ②放射線(PACS)、ES、病理等 

③検体、病理、細菌、輸血システム 

④看護業務、看護管理、病棟管理、 

⑤医事会計、物流、薬剤、給食、リハ

システム(開発中) 

診療・看護記録全般、各種

診療画像及び関連する医学

情報参照、 

経営管理システム(開発中) 

00 年 1 月

(順次拡大

予定) 

長

野

県 

穂高病院 

①全般(入院系・検査の一部、放射

線の一部、リハビリを除く) ②病理

(内視鏡) ③検査部門システム連動 

⑤医事・介護・検診(画像) 

 
段 階 的 に

導入 
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オーダ、連動・連携システム 

県 施設名 ①オーダ ②画像 ③臨床検査④看

護  ⑤医事他 

参照、診療・経営支援機能 

稼働開始 

※予定 

含む 

相澤病院 

①全般 ②放射線、生理検査 

(DI-COM) ③病理、検体、細菌  

④看護記録、バイタル ⑤医事等 

クリティカルパス 薬剤情報 02 年 4 月

長

野

県 

①オーダ（処方、検体検査、生理・内

視鏡、病棟、給食、予約、放射線） 

経営支援システム (開発中) 

クリティカルパス 
04 年 3 月佐久総合病院 

①全般 ②画像 ③検査、細菌 

④看護 ⑤医事 

薬剤情報参照、監査システ

ム 
波田総合病院 03 年 10 月

①オーダ（処方、検体検査、生

理・内視鏡、病棟、給食、予約、

放射線、リハビリ） 

飯山赤十字病院 診療記録全般 03 年 4 月

飯田市立病院 

①全般 ②全般、レポート参照、

検歴と連携 ③全般 ④バイタル 

⑤医事、予約、給食等 

ナビゲーションケアマップ  

インシデントレポート  

薬剤情報参照 

03 年 4 月

長野中央病院 

①全般 ②画像検査全般 ③病

理、検体、細菌等 ④看護記録、

看護計画、バイタル ⑤医事等 

クリティカルパス 

薬剤情報 
04 年 9 月

輝山会記念病院 

①オーダ入院・外来全般 ③検査

システム連携 ④看護 ⑤医事、

給食、リハビリ、透析管理 

WEB カルテ・患者属性サー

バ 
04 年 2 月

 

資料：「電子カルテ白書」㈱エム・イー振興協会 

 

 

②遠隔医療 

 遠隔医療は、従来は山間僻地・離島といった遠隔地での医療支援として議論されてきた

が、現在では医療機関同士や医療機関と患者とのネットワーク化により実現された医療の

情報化の姿の一つである。遠隔医療が実施されることにより、離れた地域の専門医の診療

が受けられたり、在宅で通院の負担が軽くなったりといったメリットがある。遠隔医療は、

情報がどの方向に流れていくかによって、2 つに大別される。 

 診療は「患者の情報を医者がいかに的確に収集するか」なので、目で見、耳で聞き、触

診し、話を聞くといったアナログな手段で情報が収集され、その情報に対して指導や薬を

処方していく行為である。高度な医療機器がない時代では、医者は聴診器があればどこで

も診療ができたが、医療や検査機器が高度化することで患者が病院に行かないと診療が受

けられない状況となってきた。ところが、IT 化が進みネットワークで結ばれることによっ

て、患者が自分の情報を家庭にいながら医者に送信し、医者は患者の情報を対面以外で収

集できるようになってきた。こうした医者と患者が対面して行う診療を、離れた場所でテ

レビ電話などを使って行うのが遠隔医療（テレケア）である。テレケアでは、テレビ電話

などにより家庭と医療機関を双方向で結び、在宅での人工呼吸器療法などの医療的管理を

必要とする患者や家族の支援の手段として開発・利用されている。また、比較的簡単な機

器を用いて在宅での血圧値や心電図や問診事項などを医療保健機関に送信し、これを健康
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管理に役立てるというホームテレケアが、全国約 100 箇所の自治体を中心に普及してきて

いる。テレケアによって自宅と医療機関が常に結ばれていれば、定期的に医師の診察が必

要だが通院が容易でない患者が、万一病状が急変した場合であってもすぐに適切な指示を

受けることができ安心して自宅で療養できるとともに、大きな変化がなければ頻回に通院

する必要もなくなる。最近では、CATV のデジタル化地域での光ファイバー網の整備の際

に、健康に対する強いニーズに対応したネットワークの利用法として健康管理端末を入れ、

利用を図ろうということ等から、テレケアがテレラジオロジーを上回る勢いで広がってい

る。 

 さらに、医師からみると、実際の医療は、医師と患者の 1 対 1 だけで行われるものでは

なく、担当医が専門医の助言を得ることや他の診療科や先輩の医者に相談することが重要

な要素となっており、一人の医師のバックには大勢の医師の知識や技術が結集されている

状況となっている。医療の質を向上させようとする場合、この医師同士の連携を良くする

ことが解決法の一つであり、離れた場所での連携をネットワークを使って可能にするのが

遠隔医療（テレメディシン）である。テレメディシンは、遠隔地にいる病理医に病理画像

を伝送して診断を行なうテレパソロジー(遠隔病理診断)、放射線科医に CT や MRI の画像

を伝送して診断を行なうテレラジオロジー(遠隔放射線診断)などがある。テレメディシン

によって、高度医療を提供する医療機関から離れた地域に居住し通院が困難な場合であっ

ても、より高度な専門医による診療を身近な医療機関で受けることができるようになる。 

 

 

 e-Japan II では、遠隔診断・治療システムの高度化・整備に対して支援を行うことにより、

2005 年度までに全都道府県での導入を目指すことが目標となっている。中部地域では、電

子カルテと同様に、長野県と愛知県では実施数が多いが、静岡県も多くの病院等で遠隔医

療が実施されており、中部地域 5 県すべてで遠隔医療が実施されている。 

 

図表 ３－１－７ 中部５県の遠隔医療実施状況（2003 年 6 月） 

 愛知県 岐阜県 三重県 静岡県 長野県 

商用画像ネットワークシステム 10 3 14 11

医用画像一般 2 (13) (1) 1 (2) (1) 

在宅医療・ケア 1 1 1 1

眼科的領域 1 

歯科的領域 1  

テレラジオロジー 2 (5) 3 (20) 8 (33)

テレパソロジー 1 (3) 1 (1) 1 (14) 1 (2) 1 (3)

注：（ ）内は、連携施設数 

資料：ＩＴ医療白書 03 
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 愛知県で商用画像ネットワークシステム（CT・MRI 遠隔画像診断サービス）、医用画像

一般、在宅医療・ケア、歯科的領域、テレラジオロジー、テレパソロジーが実施されてい

る。岐阜県では医用画像一般（連携施設のみ）とテレパソロジーが実施されている。三重

県では、商用画像ネットワークシステム、医用画像一般、在宅医療・ケア、テレパソロジ

ーが実施されている。静岡県では、商用画像ネットワークシステム、医用画像一般、在宅

医療・ケア、眼科的領域、テレラジオロジー、テレパソロジーが実施されている。長野県

では、商用画像ネットワークシステム、在宅医療・ケア、テレラジオロジー、テレパソロ

ジーが実施されている。 

 

図表 ３－１－８ 中部地域の遠隔医療実施病院 

商用画像ネットワークシステム（CT・MRI 遠隔画像診断サービス） 

メーカ 都道府県 提携施設 伝送システム 

＋通信方法 

長野県 鈴木医院（96.2） 

 上野医院（97.5）  他８ 

静岡県 Community Hospital 甲賀病院（96.6） 他７ 

愛知県 ふじなみ整形外科（97.6） 他 2 

セコム 

（ホスピネッ

トセンター） 

三重県 2 

独自システム 

（ビデオキャプチャ

ー／DICOM）＋ISDN 

静岡県 引佐赤十字病院 

 国立駿河療養所 

 聖隷沼津病院 

 田中クリニック 

 藤井クリニック 

愛知県 一宮病院 

 昭和医院 

ネットホスピ

タル 

 中澤整形リハビリクリニック 

独自システム 

（ビデオキャプチャ

ー ／ DICOM3.0 ） ＋

ISDN 

ｓａｔｏｐｙ 

長野県 諏訪共立病院（01.3） 

ドクターネッ

ト 

独自システム＋ISDN 

愛知県 中川クリニック（02.7） 

ｓｕｚｕｋｅｎ 

静岡県 浜岡町立病院 

イメージング

ネット 

愛知県 １診療所 独 自 シ ス テ ム ＋

Radworks（DICOM3.0）

＋ISDN（一部 VPN） 

中部岡崎病院（03.6） 

竹内整形外科内科クリニック 

愛知県 

（03.7） 

ラジオロネッ

ト東海 

三重県 橋南病院（02.11） 

日 立 メ デ ィ コ ASP

（DICOM3.0）＋イン

ターネット VPN 

 

医用画像一般（連携施設が中部地域の事例も含む） 

中核施設（部署） 連携施設（数：施設名） 伝送データ／目的 時 期 

自治医科大学（地

域医療学） 

４：六合温泉医療センター、岐阜

県久瀬村診療所、他 

ＴＶ会議／僻地医療支援 97 年 1 月～ 

国立がんセンター

中央病院 

15：同東病院、国立札幌病院、国

立四国がんセンター、愛知県がん

センター、他 

病理画像・放射線画像等医用画

像一般・スライド・文書等／多

地点カンファレンス、コンサル

テーション、データベースアク

セス（がんネットワーク多地点

ＴＶ会議システム） 

94 年 12 月～ 
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東海大学医学部 

（医用工学情報

系） 

9：モントリオール大、メモリアル

大、清水市立病院、東海大大磯病

院、シドニー大、他 

病理画像、胸部Ｘ線、患者動画

／診断コンサルテーション、カ

ンファレンスセミナー 

98 年 12 月～02

年 3 月 

名古屋大学病院

（医療情報部） 

１：河合内科 各種医療画像・超音波心臓図／

診断支援 

01 年 1 月～03

年 3 月 

名古屋大学病院

（脳神経外科） 

11：愛知県医師会、名古屋掖済会

病院、小牧市民病院、市立半田病

院、豊橋市民病院、海南病院、刈

谷総合病院、名古屋第一赤十字病

院、聖霊病院、浅井外科、権田脳

神経外科 

ＣＴ、ＭＲＩ、血管撮影画像（静

止画、動画）／脳卒中救急医療

支援 

99 年 2 月～ 

三重大学附属病院

（医療情報部） 

２：県立志摩病院、鳥羽市神島診

療所 

ＣＴ、ＭＲＩ／画像診断 96 年 7 月～ 

 

在宅医療・ケア 

中核施設（部署） 連携施設（数：施設名） 伝送データ／目的 時 期 状態

佐久市立国保浅間

総合病院（地域医療

室） 

佐久情報センター、東立

科区集会所、在宅患者宅

生体情報（血圧・心電図・ＳＰＯ2・

問診データ・患者画像等）／生体情

報をもとに医師による医療相談） 

02 年 10

月～ 

実用中

浜松医大保健管理

センター（心療内

科） 

三萩野病院、他 心電図、血圧、コロトコフ音図（Ｋ

ＳＧ） 

98 年 3

月～ 

実験中

愛知医大病院（愛知

医大運動療育セン

ター、他） 

高血圧患者、糖尿病患者 血圧、運動量、摂取食品等／生活習

慣改善支援 

94 年 4

月～ 

実験中

鈴鹿医療科学大学 ５：鈴鹿回生総合病院、

他 

在宅リハビリテーション支援（手の

領域と全身領域）、リハビリ訓練の定

量化 

96 年 7

月～ 

実験中

 

眼科的領域 

中核施設（部署） 連携施設（数：施設名） 伝送データ／目的 時 期 状態

ＮＴＴ東日本伊豆

病院健診センター 

１：日大板橋病院眼科教

室 

眼底画像／健診用眼底画像診断支援 00 年 3

月～ 

実用中

 

歯科的領域 

中核施設（部署） 連携施設（数：施設名） 伝送データ／目的 時 期 状態

名古屋市緑区歯科医師会 歯科病例画像／症例検討、教育 94 年４

月～ 

実験中緑区歯科医師会ネ

ット 

 

テレラジオロジー（遠隔放射線診断） 

中核施設（部署） 連携施設（数：施設名） 伝送データ／目的 時 期 状 態

ふるや脳神経外科

病院 

15：順天堂伊豆長岡病院、

富士宮市立病院、県立総

合病院、その他静岡県東

部地区遠隔医療研究会の

連携医療機関 

ＣＴ／遠隔画像診断 97 年 4

月～ 

実用中

実用中信州大学病院（小児

科） 

２：ゴメリ州立病院、ベ

ラルーシ国立小児血液腫

瘍センター 

小児白血病、骨髄移植、小児血液が

ん、小児救急ネット 

98 年～ 

信州大学病院（検査

部） 

１：長野赤十字病院 病理像 

 

03 年～ 準備中
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状 態中核施設（部署） 連携施設（数：施設名） 伝送データ／目的 時 期 

４：更埴中央病院、豊科

赤十字病院、波田総合病

院、市立大町病院 

兼備胸像、ＴＶ会議、小児血液がん、

高精細動画、小児救急ネット 

01 年～ 実用中信州大学病院（医療

情報部・遠隔診療

室） 

山岳診療所・山小屋 10 施

設と常念診療所 

患者映像、山岳科学研究 98 年～ 夏 期 の

み 

信州大学病院（皮膚

科） 

４：長野県立こども病院、

厚生連北信総合病院、飯

田市立病院、厚生連佐久

総合病院 

色素性疾患患者映像 00 年～ 実用中

信州大学病院（脳神

経外科） 

２：市立大町病院、県立

木曽病院 

患者映像、遠隔手術実験、救急医療 00 年～ 実験中

信州大学病院（第２

外科） 

３：厚生連篠ノ井総合病

院、諏訪赤十字病院、飯

田市立病院 

循環器シネ動画像 01 年～

03 年 

実験中

信州大学病院（第１

内科） 

厚生連鹿教湯病院、厚生

連三才山病院、会田病院、

養護老人ホーム、患者宅

呼吸器患者映像、バイタルサイン伝

送 

実用中01 年～ 

信州大学病院（救急

部） 

２：伊那中央総合病院、

横山医院 

小児救急ネット 02 年～ 実用中

静岡県立総合病院

（放射線科） 

４：静岡市井川診療所、

他 

Ｘ線・内視鏡・ＣＴ／僻地における

診断支援 

95 年 8

月～ 

実用中

聖隷三方原病院（放

射線科） 

１：佐久間病院 ＣＴ・単純Ｘ線／緊急時のコンサル

テーション・カンファレンス 

95 年 8

月～ 

実用中

県立愛知病院 ４：東栄病院、豊根村診

療所、他 

Ｘ線／画像診断、症例検討 99 年 10

月～ 

実用中

１：上飯田第一病院 ＣＲ・ＭＲＩ／遠隔画像診断 98 年 2

月～ 

実験中名古屋大学病院（放

射線医学教室、医療

情報部）、名工大 

 

テレパソロジー（遠隔病理診断） 

中核施設（部署） 連携施設（数：施設名） 伝送データ／目的 時 期 状態

信州大学病院（中央

検査部） 

３：長野市民病院、県立

こども病院、飯田市立病

院 

病理画像／コンサルテーション・病

例検討 

93 年～ 実験中

１：富士宮市立病院 病理画像／術中迅速診断 96 年 8

月～ 

実用中浜松医科大学（病理

部） 

１：浜松医科大学 病理画像／術中迅速診断 01 年 4

月～ 

実用中

（第１・第２病理学） 

病理画像／術中迅速診断・診断補

助・支援 

94 年 8

月～ 

実用中名古屋大学病院（病

理部） 

３：土岐市立総合病院（岐

阜県）、中津川市民病院

（岐阜県）、名古屋共立病

院他 

国療岐阜病院 １：琉球大学 病理画像 01 年 7

月～ 

実用中

三重大学医学部（基

礎病理） 

14：松阪市民病院、紀南

病院、尾鷲総合病院、山

田赤十字病院、他 

病理画像・細胞診画像／術中迅速診

断、コンサルテーション 

97 年 12

月～ 

実用中

資料：ＩＴ医療白書 03 
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③その他 

カードシステム 

 中部５県で運用されている IC カードシステムは（2003 年 6 月現在）、多治見市民病院受

信者が利用する「ＩＴタウンカード」（岐阜県多治見市 2004 年 4 月から開始）とトヨタ健

保、トヨタ関連健保、豊田市国保の各被保険者が利用する「被保険者証」（愛知県 豊田市

IC カード被保険者証運営協議会 2002 年 1 月から開始）の２つとなっている。 

 豊田市 IC カード被保険者証運営協議会の「被保険者証」は、国内での発行枚数、参加医

療機関数で最大規模のカードシステムとなっている。 

 

 

（2）中部地域での医療の IT 化関連プロジェクトの現状と課題 

 

①信州大学医学部 

 遠隔医療技術は、信州大学医学部が先鞭を付けたものであり、これを基盤として、いつ

でも、どこでも、誰もが高度な医療を受けられるスーパーホスピタルの実現が検討されて

いる。「デジタル社会を考える」2004 年 7 月 vol.1 で行った信州大学医学部 村瀬澄夫 教

授へのインタビューや資料を元に整理すると以下のようになる。 

 

◇信州大の電子カルテ 

 大病院で電子カルテを導入しようとすると、コストがかなりかかることや、どこまで統

一するかということが、問題となっている。病院は、各々の診療科での縦割りで閉じた形

になっているので、同じカルテを複数の診療科で使うことは難しい。ある項目について、

ある診療科は細かく、別の診療科は簡単ですむということが多く、書かなくていい項目が

あるのは煩わしいことから、どう整理し、統合するのが難しい。そのため一般的に電子カ

ルテの普及は、小さな病院・診療所や、大きな病院では理事長や病院長のトップダウンで

導入が決められるところを中心に進んでいる。ただし、病院情報システムは電子カルテの

機能を備えてきているので、500 床以上の病院の半数から 8 割以上の病院にシステムが導

入されているので、今後はどう使いこなしていくのかということが課題になってくる。 

 信州大学医学部附属病院では、検査や処方については病院情報システムで共有さ 

れているものの、紙カルテは各科ごとのカルテになっており、紙のカルテでの情報共有に

は不便な点が多い。規模の大きな病院での電子カルテの利用は、診療科間の調整に労力を

要するが、情報を共有して医療の質を高めるためには必要不可欠であり、信州大学病院で

もコンセンサスを得つつ電子カルテ科による情報の共有をすすめている。 

◇信州大の遠隔医療 

 都市が分散してその間の距離が長く、山間地域の多い長野県では、遠隔医療が大いに効

果を発揮する。信州大学では全国に先駆けて、県内の病院同士のネットワーク化とに取り
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組んできた。現在では、皮膚科、呼吸器科、小児科で ISDN 回線を使ったテレビ会議シス

テムや、衛星を使った国際遠隔医療支援、緊急における遠隔医療等が実施されており、全

国一の実績を誇っている。 

 ほくろの癌の国際的権威でもある皮膚科では、5 病院を結び隔週でカンファレンスを行

っている。皮膚科では、皮膚病変を肉眼的に観察して得られる情報が診断上重要なウェイ

トを占めており、画像の送受信を中心とした遠隔医療に適している。通常、病院には皮膚

科医は 1 人か 2 人で、症例検討会も年に数回しかないが、多地点接続モードのあるテレビ

電話機を利用した「多施設間遠隔皮膚科カンファレンス」によって日常的に症例検討や相

談ができるようになっている。このシステムを利用することのメリットとして、症例を数

多く知ることができることから参加している医師への教育の効果が高いということが、明

らかになっている。 

 小児科では長野県立こども病院と連携し、様々な回線を用いて、小児科医がいる複数の

病院にアクセスが可能な小児救急ネットワークを構築している。多くの病院では小児科が

あっても専門医が夕方以降当直しているということは少なく、夜間救急での小児科医対応

に大きな問題がある。これをネットワークで解決することを考え、活動を進めている。 

 

図表 ３－１－９ 小児救急支援画像ネットワークの概要 

 

出典：信州大学医学部小児医学講座ホームページ「小児救急医療への IT 利用」 

 

 信州大学病院医療情報部と呼吸器内科、厚生連の医療施設と検診システムが協力し、喫

煙と慢性肺気腫の関係についてＣＴ検診データを活用して、その結果をネットワークで医

師に報告するシステムでの、ＣＴ画像のコンピュータ支援診断の研究も進められている。 
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 衛星を使って海外のベラルーシ共和国と結び、チェルノブイリ原発事故後に多発してい

る小児白血病やがんの治療でも遠隔医療を役立てている。衛星通信で結ぶことにより、日

本からの緊急時支援や日常的な医療支援を実現させている。 

 夏には、北アルプスの登山者の救急事態に対応できるよう、遠距離型無線 LAN で県内の

山小屋と結んで山岳救急医療ネットワークを構築している。山小屋から患者の全身状態や

心電図などを専門医のいる期間病院に伝送し、病状を迅速に判断し、適切な指示を出せる

ようにしている。また、冬期スポーツでの頭部外傷についても、テレビ電話等を利用した

専門医による診療支援も行っている。 

 臓器移植の術前・術後の患者とはアナログのテレビ電話で結び、看護支援をする試みを

行っている。不安の軽減や相談に応ずる手段となり、また遠方から通院する回数の軽減に

役立っている。 

 脳神経外科では遠隔ロボット手術に取り組んでいる。10km 単位で離れた遠距離での利用

をねらって開発しており、信州大学医学部附属病院からと大町市民病院を 80km の光ファ

イバーで結んで、市立大町病院に置かれたロボットを信大から操作して脳外科の内視鏡手

術の実験が 2004 年 3 月に行われた。さらに、遠隔医療を活用した次世代急車のための実験

を行っており、救急車からの患者映像や超音波画像の伝送を行うともに、車内のテレビカ

メラを遠隔操作して、患者の病態を病院側での把握等が行われている。 

 

 

◇スーパーホスピタル 

 診療技術は医療情報をどう扱うかということが大切であり、病院で行われている情報交

換の機能がネットワーク上に実現できれば、ネットワーク自体が病院と考えることも可能

となる。自宅が診療室になり、診療所でもネットワークを利用して専門医に相談ができる

ため総合病院としての機能を持つこともできる。それぞれの病院の医師がお互いに相談で

きれば、専門家の知識を共有できる。 

 「物は分け合うと減ってしまいますが、「情報は分け合うと増える」のです。参加する人

が多ければ多いほど情報が増え、知識が増えればそれだけ正確な診断ができるようになる

（村瀬教授）」ことから、ネットワークを介した治療のチーム＝情報交換が病院と考えられ

るので「スーパーホスピタル」と呼びプロジェクトを進めている。 

 

②岐阜市における電子カルテを中心とした診療ネットワークの構築 

（社団法人岐阜市医師会） 

 岐阜市医師会では、1997 年 7 月に双方向の医療連携および情報伝達手段としての地域イ

ントラネットシステムを稼働させた。1999 年 4 月には岐阜市近隣の地域を含めた広域的な

総合医療情報ネットワークである「岐阜地区医療情報ネットワーク」に拡大させ、各種の

情報配信および医療連携等を行ってきた。医療情報の交換を目的としたメーリングリスト、

インフルエンザを含めた感染症情報提供システム、介護保険主治医意見書オンライン送信
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システム、患者診療情報共有のための診療ネットワーク等の様々な利用が行われている。 

 

 電子カルテのネットワーク化は、経済産業省公募の「先進的 IT 活用による医療を中心と

したネットワーク化推進事業」を活用し、2001 年 12 月から稼働中である。4 地域中核病院、

4 民間病院、10 診療所、岐阜市医師会、同臨床検査センターが参加し、岐阜市医師会内に

置かれた診療情報データベースと結ばれている。データ登録患者数は約 11,000、データ共

有患者数は約 340 となっている。診療情報は Web ブラウザにて閲覧できるようにした。認

証については、約 100 人の医師に IC カードを発行して、IC カード認証及び ISDN 発信者認

証を行っている。また血液検査基準値の標準化も進めている。 

 今後は、岐阜大学新病院（下記③参照）の電子カルテとの接続や参加施設の拡充、新し

い岐阜県立病院（2006 年度開院予定）の電子カルテとの接続、岐阜地区以外の県内各中核

病院等との連携強化等が検討されている。 

 

③岐阜大学医学部 

 岐阜大学医学部附属病院は、“あなたとの対話が創る信頼と安心の病院”を基本理念に掲

げ、患者中心のチーム医療、人間性豊かな医療人の育成、高度先進医療の研究・開発の実

践、地域医療への積極的参画と連携強化を推進しており、2004 年 6 月 1 日に医学部本館と

共に、新築・移転した。 

 新病院の特徴の一つが、ベッドサイドまで張り巡らした光ファイバーによる高性能完全

電子化カルテによるトータルインテリジェントホスピタルであり、世界的にも最先端の機

能を実現している。インテリジェントホスピタルとは、単に IT 化した病院ということでは

なく、あらゆる患者情報や診療工程が一元的に管理でき、病院運営に必要な各種指標が数

値化され、設定された目標達成に向けてベストが尽くせる病院をイメージしたものである。

従来から電子カルテに取り組んできたが、医療画像の電子的な活用を本格的に実現するに

は、１Gbps の通信スピードの確保が必要ということがわかり、またベッドサイドで医療に

携わるチームの誰もが情報にアクセスできることがもとめられることがわかってきたこと

から、光ファイバーネットワークを全館に整備し、医療情報の正確性と迅速性を確保でき

るようにしている。同時に全館無線 LAN 環境を構築し、病院内全体をユビキタス空間にし

ている。 

 このようなインテリジェントホスピタルを構築した理由は、「“全人的”な患者カルテを

実現するため」である。生活習慣病等を克服するためには、従来の診療科毎に個別に作成・

管理され一人の患者のカルテが分散する紙カルテではなく、患者の症状を診療科毎に分け

て把握するのではなく、全体として扱うことが必要であり、そのための電子カルテによる

診療科を超えたデータ共有を実現させている。岐阜大学医学部付属病院では、電子カルテ

といわずに CIS（clinical information system）と呼び、病院内のあらゆる場面で発生するあ

らゆる形態の診療情報を、患者毎に部門を超えてシームレスに一元管理する運用とした。

あらゆる形態の患者情報を、ひとつの画面で総合的に閲覧・判断できる“クリニカルコッ
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クピット”や、病院内で発生する様々な医療文書の管理を統一的に行う“ドキュメントビ

ュー”といったアプリケーションを新たに開発した世界でも例を見ない特徴的なシステム

となっている。 

 ペーパーレス、フィルムレスの病院で、患者情報の高度な安全性を確保するため、病院

内には認証局を設置し、病院向け公開鍵基盤 HPKI（Hospital Public Key Infrastructure）シ

ステムを導入し、病院内における情報のセキュリティを充分に確保する体制を整えた。全

職員は認証用の IC カードの利用が義務づけられ、カードがなければ電子カルテ端末の利用

はできない。また、認証用の証明書を取得した端末・サーバー以外は、病院ネットワーク

に接続できないようにするなどの、セキュリティを確立している。 

 入院患者も同様のＩＣカードを持っていて、ベッドサイドの端末で見ることができる。

ベッドサイドの端末はタッチパネル型の液晶モニタで構成されており、電子カルテの端末

として利用される他、検査データの一部や治療計画、案内情報を患者に対して提供したり

連絡したりを行うイントラネットや、患者を対象に食事選択メニューを提供する給食シス

テムなど、患者サービスの端末としても使用される。 

 さらに、病院内の情報だけではなく、健康診断等の“プレ・ホスピタル”の情報や、退

院後の“ポスト・ホスピタル”の情報の活用も推進し、EBH（Evidence Based Healthcare：

根拠に基づく健康増進）の実現も目指している。2000 年から岐阜市医師会との病診連携ネ

ットワークを構築しているが、今後はさらにその範囲を拡大していく計画で、糖尿病患者

が自宅で測定した血糖値データを、日本で初めて病院の電子カルテに取り込むなど、在宅

医療や、病院と診療所との連携も考慮した。標準化も意識して、広く使ってもらえるシス

テムを目指している。 

 

（3）医療の IT 化・普及の際の課題 

 医療の IT 化は医師にとっても患者にとっても有益なことが多く、すでに導入している医

療機関もみられる。しかし、医療の IT 化が個別の医療機関の IT 化にとどまらずに、地域

をあげての取り組みによる医療コストの削減といったところには、まだ届いていない現状

にある。これは、制度として未整備なところがあることと、便利になったところを誰がど

のように金銭的に負担するのかということが見えてこないことから、社会的なコンセンサ

スが十分に得られていない状況にあることが大きな原因となっている。 

 電子カルテの地域でのネットワーク化や遠隔医療による医療の IT 化は、日常的な対応を

IT を用いることで作業負担を減らしながら実施して病気の重症化を防ぐことや、あるいは

より適切な対応をとることで早期快復を図ることで、医療の質の向上と医療費のコストダ

ウンにつながることが期待されている。しかし、医療の IT 化による具体的な医療上の効果

や経営上の効果等についての個別の先進事例は紹介されるものの、統計的なデータが十分

にそろっていないことなどから制度化が遅れている。そのため、医療での IT 利活用の促進

を図ろうとしても制度上の制約から所期の目標像まで到達しにくい状況となっており、ま
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た、導入・運用にあたっての費用対効果についても説得力のある説明がしにくくなってい

る。 

 加えて、医療の IT 化では、コンピュータや診察がネットワーク化されているというだけ

ではなく、人と人との信頼関係も重要であり、これらに対する配慮も必要となっている。

これまでの地域の中での医療機関同士のネットワークを軽視して、IT でのネットワークを

運用することは不可能である。さらに、IT への抵抗感を持つ患者や医師も参加できるもの

でなければ、実際の利用件数が伸びていくことは難しい。 

 このような問題を解決し、医療の IT 化を促進していくためには、「なぜ医療の IT 化が必

要なのか」について、医師、患者、行政がそれぞれの立場から、地域内での議論を深めて

いくことが重要な要素となる。普及啓発のイベントとしては、メーカーや販売代理店、関

心の高い医師が主に参加する従来からのタイプでなく、医師、患者、行政職員等の幅広い

層が参加できるシンポジウムやモデルとなる病院の見学会等が、数多く実施されることが

望まれる。 

 

 医師にとっての IT の有効活用として、専門医の指導を得るテレメディシンでの遠隔医療

や電子カルテの地域でのネットワーク化では、診療報酬は患者がかかった病院にしか入ら

ず、支援した病院は完全なボランティアになってしまう。そのため、ネットワークを継続

的に運営させるための通信費や機器の購入費をどのように確保するか、また診療報酬化が

重要な課題となっている。 

 「公的な補助の実施、電子照会での情報交換に対しての診療報酬加算、情報を提供した

側と受けた側双方への診療報酬加算が実現されると患者に有用な遠隔医療はより広がる

（村瀬教授）」と指摘されている。数少ない例では、四国で 2001 年度からスタートしてい

る「四国 4 県電子カルテネットワーク連携プロジェクト」があり、四国 4 県の診療所、病

院等、約百の医療機関が電子カルテで結ばれて患者情報を共有しているため、転院した際

に有効に使われている。通信・接続費は病院が負担しているものの、負担が大きいので県

が一部を補助している。 

 このような IT を利用した複数の医療機関のネットワークによるプロジェクトを補助金

や診療報酬の加算といった手段により政策的に支援していくことで、実証のための統計デ

ータの蓄積や、ネットワーク化の有効性を PR していくことが、国や自治体に求められる。 

 

 また、医療に隣接する領域である健康サービスは、健康管理であるとして医療とは別の

ところで進んでいる。CATV や光ファイバーの導入で健康管理端末によるホームテレケア

を実施する自治体等が増えているが、保健師と地元医師会、病院等との連携や担当者の異

動をふまえたサポート体制等で問題をかかえるところも少なくない。健康管理端末が開発

途上ということもあるが、人的なネットワークも含めたシステムトータルとして、利用者

が本来望むサービスが提供できているかという点で、地域あげての検討が必要となってい

る。 
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 さらに、医療の IT 化や健康サービス産業の振興のためには、システムの標準化作業、医

療事故を防ぐための安全確保策の確立、カルテの共有と個人情報保護といった技術的なハ

ードルも残されており、産学官連携、医工連携を推進し、早急な解決が必要となっている。

医療の IT 化に関しては、情報の流通性を担保し、システムの高度化、ネットワーク化をよ

り容易に実現するため、標準化作業が重要な課題として位置づけられており、厚生労働省

を中心にした産学官連携による研究開発が行われている。しかし、病院等での実務レベル

や患者・利用者のレベルを視野に入れて、より実務に近いところでの、トータルとして望

ましいシステムの検討といった諸問題の解決が残されている。これらの問題は、全国レベ

ルでも検討とともに、地域の実情にあわせた検討も必要であり、地域レベルでの産学官連

携、医工連携も必要となっている。 
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３－２． 「知」における地域コンテンツ制作への取り組み 

ブロードバンド情報コンテンツ・・・“みんなの中部”は、優れた各分野のクリエータ達

が、CIAC 職員のプロデューサーらを囲みコンテンツを創り上げた。 
 

 

 

従来に比べて制作コストの削減効果があり、最新デジタル機器を活用する制作体制を啓

蒙して、中部地域におけるコンテンツ産業の振興・人材育成を目指した。 

“みんなの中部”という実際の事業を通して、コンテンツ事業者のクリエータの養成を

していくことで、コンテンツ産業の基盤を提供した。 

 

（1）「みんなの中部」＝クリエーター育成型コンテンツ制作プロジェクト 

 

①ビジネスモデルとなるプロジェクトをめざす 

ポイント１：つくるからにはモデルになるようなものを作る 

ポイント２：地域の事業者に対して地域コンテンツを作る機会を創出することが、人材育

成・ビジネス創出につながる 

 

 従来のコンテンツ制作のビジネスモデルでは、永年の歴史を持つ映像制作の世界を手本

として、各コンテンツ事業社内の“ディレクター”と“オペレーター”で組織する制作プ

ロジェクトが組まれる。 

 この場合、プロデューサーや総合ディレクターの企画・構成に従い、各セクションで専

門ディレクタの管理の下、オペレーターが細分化された分野で実作業を行っていくため、

規模の大きな事業でも一定以上の品質を確保した効率のよいコンテンツ制作が可能になる。

その一方で、クリエーターを目指す若者達にとっては、ディレクターの指示の下で細分化

された業務をこなしているため、自らの可能性を試す機会が少なくなり、全体として若い

クリエーターの新鮮で魅力的なコンテンツが外に出にくい体制になることがあるという弊

害もある。 

図表 ３－２－１ 従来のコンテンツ制作体制 
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 昨年度調査事業「ブロードバンド時代のコンテンツビジネス創出」の中において、コン

テンツ事業者の「企画プロデュース能力の強化」と「事業者間における地域連携の仕組み

づくり」や「地場のコンテンツ不足」等という弱点が指摘され、以下の５つの方向性での

取り組みが重要であることが明らかとなった。「みんなの中部」の制作は、コンテンツ制作

のモデルとなる事業としてスタートした。また、中部産業活性化センターが自主事業とし

て制作費を負担、地域内の力のある事業者を集めて、リッチコンテンツの共同制作を通じ、

中部地域における情報化の推進と地域コンテンツ事業の充実・拡大を目指した。 

 

図表 ３－２－２ 中部地域のコンテンツビジネス創出の方向性 

①ビジネスモデルの実践（構築と実行） 

②プロデューサー、クリエータ等の人材育成・教育環境の整備 

③コーディネート機能・連携機能の強化 

④高い技術力を生かした企画提案力の向上 

⑤知的財産権を尊重したビジネス環境の形成 

 

 

 そこで、「みんなの中部」での新しいビジネスモデルは、“プロデューサー（CIAC）”を

中心に中部地域のコンテンツ事業者のクリエータをスタッフとして集め、従来の“ディレ

クター”をおかずに、企画を実現することのみに目標をおいた制作プロジェクトを組織し

ていることが、従来と異なっている。 

 参加するスタッフは全てがクリエーターであり、“ディレクター”不在のプロジェトであ

ったことから、情熱を持つ若いクリエーター達が、自分の未知の可能性を試し、知恵を絞

り、意見を交換し、個性を主張し、時には破天荒な夢を語り、そして、自由で新しいデジ

タルコンテンツを作り上ることがが可能になった。 

 

図表 ３－２－３ 「みんなの中部」での新しいコンテンツ制作体制 
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②テーマ設定は地域のビッグプロジェクトと地域の特徴を絡めながら 

ポイント３：「愛・地球博」開催とセントレアの開港が地域を紹介する絶好の機会になり、

地域コンテンツの充実が求められる 

ポイント４：地域の特徴を絡めることで、地域コンテンツに深みができる 

 

 地域コンテンツの具体的なテーマ設定については、2005(平成１７)年には「愛・地球博」・

「中部国際空港」といった地域のビッグプロジェクトが控えていることから、その対応が

一つの柱となった。「愛・地球博」・「中部国際空港」により地域外からの来訪者が増えると

予想されることから、来訪者に地域を紹介する「地域コンテンツ」が必要であると考えた。

愛・地球博会場や空港そのものについては、オフィシャルガイドや様々なガイドブック、

サイトがあることから、来訪者が地域内を漫遊するのに役立つサイトを作ることとなった。 

 しかし、検討の過程で地域を紹介するコンテンツが当初の予想よりも少なく、2005 年に

向けて増えていく様子が見られないことがわかってきた。これらのために、愛・地球博へ

の来訪者が中部の魅力を来訪者が理解できないまま、京都などへ素通りしていってしまう

のではないかという危惧もあることから、地域を紹介するコンテンツの整備がより重要で

あることとなった。 

 地域を紹介するコンテンツが少ない原因についてワーキングメンバーで検討をしていっ

たところ、以下のような地域の特徴が関係するのではないかという意見が出た。 

①中部地域（名古屋圏を中心に）の人々は、地域のいいところ、特徴的なところを紹介

したがらない 

②知らないというよりも、「説明してもわからないだろう」「たいしたことはないだろう」

と思っている 

③地域のことを積極的に説明してこなかったことから、地域の中でも本質について知ら

ないことが増えているのではないか 

 

 そこで、単なる来訪者に向けた地域紹介というよりも、地元の人間が、来訪者にこれを

見せれば説明ができるというコンテンツ、さらに自分たちの地域がどのような地域だった

のかという機会を作るコンテンツである必要もあるということとなった。そのため、現在

の紹介だけでなく博覧会の歴史や名古屋 400 年の歴史といった歴史的な経緯がわかるよう

なコンテンツを制作することとした。 

 最終的に、「みんなの中部」を通じて、中部地域の住民に「より開かれた地域になるため

には・・・」ということを問いかけるようなテーマを持ったコンテンツ作りを目指すこと

となった。 
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③地域コンテンツは地元のコンテンツ事業者に発注 

ポイント５：複数の事業者の得意分野を活かすことで、いいものができる可能性が高い 

 

 中部地域のコンテンツ事業者を 1 社 1 社それぞれみていくと、他地域の事業者と引けを

とらない制作能力を持つ事業者、先進的な技術に取り組んでいる事業者も少なくない。今

回「みんなの中部」の制作に参加している各社は、それぞれの個別得意分野では全国的に

通用する中部地域でもトップクラスの会社である。これらの事業者の能力をプロモーショ

ンする機会として利用することも「みんなの中部」に取り組む理由となっている。得意な

制作技術・コンテンツ分野が異なるコンテンツ事業者と組み合わせることで、相互に営業

活動の人材・情報・事業部門の事業連携を図る成功例として発表し、地域のコンテンツ事

業者に「ジョイントベンチャー」という受注方式に目を向けるきっかけとなればと期待を

している。 

 今回の「みんなの中部」制作に当たっては、それぞれの事業者が得意の分野をいかせる

ように、それぞれの得意分野を最大限活用した地域を紹介するコンテンツ制作についての

プレゼンテーションを行い、それぞれがどのように活躍できるのかについて検討を行った。

各社のプレゼンテーションからいいところを組み合わせ、各社に得意分野での出番を割り

振ることで、各社の調整という手間が増えたものの、内容に広がりを持たせることが可能

になった。さらに、各社の担当部分はそれぞれが提案したものをベースとしていることか

ら、高いモチベーションを持った作業が行われることになった。 

 

④コンテンツを魅力あるものにするための企画・プロデュース・コンテンツ制作体制 

ポイント６：中部産業活性化センターとしてどんなコンテンツを作りたいのかをはっきり

させて、コンテンツ事業者にいいたいことを伝えるようにする。プロデュー

サーやディレクターを自分たちで行う。 

 

 今回の「みんなの中部」は、地域コンテンツへのこだわりが重要な要素となっている。

この“魅力づくり”を実現させるためには、コンテンツ事業者に「おまかせ」するのでは

なく、自分達の作りたいコンテンツとはどんなものなのかを真剣に考え、構成から取材、

個別コンテンツの映像や文章の表現などを、中部産業活性化センターができるだけ関わっ

ていくようにすることとした。制作費の削減を前提として制作者自ら現場に出向く。企画

やコンテンツの表現をどのように組み合わせ全体をどのように構成して仕上げていくかを

持つこと、リーダーシップを発揮することで、よいコンテンツを制作することが可能にな

ると考えた。チーフプロデューサー／総合ディレクターは、発注者は中部産業活性化セン

ターの足立 富士雄 事業部長が担当した。 

 

 また、映像コンテンツについては、プロが作るコンテンツはまとまりがあって無駄がな
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くわかりやすい、見やすいものとなっているが、その反面で制作現場の出演者やスタッフ

の緊張感や周囲の臨場感が伝わりにくいものとなっているという考えから、「みんなの中

部」では制作者の「手作り」感があるコンテンツを目指すこととした。そのため、実行体

制をみるとわかるように、中部産業活性化センターが制作を担当している箇所が複数ある。

これは、中部産業活性化センター職員が取材や編集、執筆、チェック等を行っている。デ

ザインについては、案ができた段階でコンテンツ事業者との打合せを行い、一つの画面に

ついて数回の打合せを重ねる等を行ってきた。取材については、取材先の選定、取材交渉、

撮影、編集、公開のための確認作業等の全てを行った。家庭用のデジタルビデオカムを使

用して行った。撮影に際しては、できるだけ緊張感や臨場感を感じさせるビデオを撮影す

るようにした。文章については、コンテンツ事業者が作成したものを中部産業活性化セン

ターでチェックしながら、コンテンツ事業者が最終的なコンテンツに仕上げる作業を行っ

てきた。 

 

 

『みんなの中部』 主な役割分担 

□全体構成・デザイン  (財)中部産業活性化センター 

(株)アドホック 

□取材・資料収集  (財)中部産業活性化センター 

(株)エイワークス 

□テキスト（説明文）  (財)中部産業活性化センター 

(株)エイワークス 

□キャラクタデザイン  (株)アドホック 

□全体スケジュール  (財)中部産業活性化センター 

(株)アドホック 

□CG 制作  (株)アドホック 

□“時空艇”デザイン  (有)コムビット/杉井デザイン事務所 

□地図情報  ナカシャクリエイテブ(株) 

□中部を代表する人々 似顔絵作成 雷門獅篭 

□中部を代表する人々 コメント (財)中部産業活性化センター 

□海外向け広報資料  (有)ステップクリエイティブ 

□携帯サイト  (株)アドホック 

□携帯サイト 協力  ウォーカーナビ （東海ウォーカー） 

ポケッチュ!（中部電力（株）IT 本部） 

□名古屋の歴史４００年  映像塾・映像文化研究所 提供 

□名古屋観光モデルコース  (有)スズ喜 

□サーバー委託先 (株)アドホック 
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□サーバー管理者 (財)中部産業活性化センター 

□広報  (財)中部産業活性化センター 

□総括管理  (財)中部産業活性化センター 

□アドバイザー  河村智洋 

 

『中部超便利検索エンジン』 主な役割分担 

□全体構成・デザイン  (財)中部産業活性化センター 

デジタルマジック(株) 

□取材・資料収集  (財)中部産業活性化センター 

デジタルマジック(株) 

□サーバー委託先 デジタルマジック(株) 

□サーバー管理者 (財)中部産業活性化センター 

□広報  (財)中部産業活性化センター 

□総括管理  (財)中部産業活性化センター 

□アドバイザー  河村智洋 

 

 

⑤コンテンツ事業者が「のってくる」ような先端性 

ポイント７：コンテンツ事業者がチャレンジしたくなるような先端性のあるコンテンツ制

作の場面が部分的にあることが望ましい 

ポイント８：制作の進行状況と完成目標時期をみながら、随時新しいことにチャレンジし

ていくことが重要 

 

 当初の企画段階ではブロードバンド対応のリッチコンテンツということで、アバター、

３ＤＣＧ、ストリーミングによる映像配信を活用することを考えていた。サイトの構成は、

３ＤＣＧの時空艇で中部地域を旅し、アバターを利用して様々な説明が行われるようにす

るというコンセプトで、エンターテイメント性を前面に出す企画内容であった。コンテン

ツ事業者がやりたいという提案をもとにしていることから、コンテンツ事業者もやる気を

出して作業に取り組んできた。見た目の派手さ・おもしろさはあったが、作業を進めてい

く過程で、アバターを使って見やすい・わかりやすい操作画面の制作が当初の予想以上に

時間がかかる作業であることがわかり、中部産業活性化センターとコンテンツ事業者との

打合せの結果、見やすさ・わかりやすさがより重要であるということ、制作スケジュール

は遅らせないということを確認し、計画の変更を行うことになった。最終的には時空艇の

旅というコンセプトはそのままだが、時空艇の３ＤＣＧは、フラッシュアニメーションで

オープニングとトップページの分野選択のみで使用し、アバターは見送ることとなった。 

 さらに、「デジタル社会を考える」の取材で東京大学名誉教授 石井威望氏とお会いした
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ときに、携帯電話と QR コードの利用について「二次元コードが入り口となって、携帯電

話の画面でインターネットに入り情報が得られるわけです。パソコンだとパソコンの前に

座らなくてはならないし、新聞やテレビに URL が出ていても打ち込む手間がかかります。

パソコンや携帯電話に打ち込むことが苦手な人には面倒だと敬遠されてしまいますが、携

帯電話のカメラで写すだけなら簡単にできます。（石井威望氏）」というアドバイスを受け、

これを使った新しい携帯電話向けコンテンツの作成にも取り組むことにした。研究室では、

携帯電話のカメラと QR コードを利用した室内リモコンの実験が行われていた。その際に、

この技術が実験室レベルではなく、実際にサービスとして使われているということを聞き、

QR コード化する情報次第で様々な応用が可能であると説明された。さらに、「今後、新聞

などの紙媒体もテレビも、二次元コードが付くことによって、インターネットに繋がると

いう「情報の入り口」として機能していくでしょう。（石井氏）」ということだったので、

パンフレットなどに印刷しておけば、QR コードを携帯電話で読み取って自動的に画面に

サイトを表示させることやメール送信などが可能になるので、万博会場で使えばかなり役

立つのではという具体的なアドバイスをいただいた。そこで、QR コードを入れた『名古

屋観光モデルコース』および『名古屋観光ガイドＭＡＰ』のパンフレットと携帯電話向け

の映像コンテンツとの組み合わせに取り組むこととした。携帯電話用のコンテンツは、当

初予定していなかった作業であり、制作スケジュールに余裕があまりなかったことから、

パソコン用の予告編的な位置づけにして、既に編集したものさらに短く編集し直したり、

携帯用に解像度を変更して、作業量が大幅に増えることのないようにした。最終的には、

パンフレットだけでなく、パソコン用サイトのトップページにも QR コードをつけて、携

帯電話用のコンテンツへの誘導を行っている。 
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資料 

 

プレスリリース 

                               2004．11 

                   （財）中部産業活性化センター 

 

地域情報提供事業（ホームページの制作） 

 

「みんなの中部」および「中部超便利検索エンジン－i-NAVI」 

 

1．事業の目的 

 中部地域における情報化の推進と地域コンテンツ事業の充実・拡大を図るため、

地域コンテンツ事業者（IT ベンチャー含む）等による地域情報の制作を、モデル事

業として実施する。 

 観光情報や地域情報のブロードバンドコンテンツの制作事業を通じて、中部地域

のコンテンツ事業者の制作力を養成し、かつ対外的に事業内容や事業方法を PR す

ることによってビジネスチャンスの拡大と、今後のコンテンツビジネス活性化のた

めのビジネスモデルの提案を図る。 

 

2．コンテンツ制作の背景と公開するサイト制作および運営の方針 

 16 年度に制作するコンテンツは 2005 年の「愛・地球博」の開催、「中部国際空港」

の開港などに向けて、また、念願の 2 大プロジェクトの完成を契機として中部地域

（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県、長野県）と名古屋圏の産業観光の振興・地域

情報の充実を通して情報産業（光ネット・携帯・コンテンツ制作等）の活性化を図

る。 

 制作するコンテンツは、高速インターネットを活用したブロードバンド対応のも

の、モバイル端末（携帯サイト）対応とする。CIAC の職員が自ら取材撮影インタ

ビューを行い、写真・動画情報テキスト（説明文）をコンテンツ事業者と協力して

制作する。サイトの利用は無料、サーバー等運営費用は中部産業活性化センターが

負担する。 

 動画とアニメ（似顔絵等）からなるコンテンツを組み合わせることで、エンター

テイメント性を有した構成内容とする。さらに以下の視点を重視する。 

 ・発展性、継続性が期待でき、また容易に変更できるもの 

 ・冒険心があり、エンターテイメント性の高いもの 

 ・新しい情報を付加していくことが可能なもの 
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3．コンテンツの内容 

 （1）「みんなの中部」 

 取材による写真、説明文、動画情報（可能な限りインタビューを織り込む）

による紹介。 

 万博の開催地・中部国際空港のある愛知、岐阜、三重、静岡、長野の中部地

域を知ってもらう内容。地元の人が他の地域の人に紹介するときの情報として

役立つもの。 

 

◎ パソコンサイト 

  ブロードバンドならではの楽しい演出と高精細動画による情報提供 

  http://www.minna-chubu.jp 公開時期（2004 年 11 月末） 

◎ 携帯サイト 

  ユビキタスに利用できるコンテンツとして携帯電話に対応。パンフレット 

  『名古屋観光モデルコース』QR コードに対応。 

  コース選択をしながら写真・テキスト動画による情報提供 

  http://www.minna-chubu.jp 公開時期（2004 年 11 月末） 

 

 ＊みんなの中部のイメージ 

“みんなの中部”は・・・ 

“あなただけの旅”を探すことができます 

このサイトを覗いてみると、地域に暮らす人たちの表情が見られて、私たちに

いろんな想いを抱かせてくれます。 

“みんなの中部”を見ているとイマジネーションが湧いて、きっと行ってみたく

なります・・・。 

“中部を知る・知ってもらう”ことは、“中部を感じる・感じてもらう”こと！ 

“みんなの中部”は、手づくりのみんなの真心がいっぱい詰まっています。 

 

 

 ＊主な取材内容、取材先一覧 

 別紙中部の PR ストーリー～あなただけの旅をサポートする～ 

    ○「みんなの中部」～心ときめく時空の旅 

    ○「コンテンツ一覧」（取材分野別）等 
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イ．中部を代表する人々 

  中部地域を代表する人々が似顔絵でメッセージを紹介する。 

  川口文夫 (財)中部産業活性化センター会長 

  須田 寛 (社)中部経済連合会 特別顧問 

  平野幸久 中部国際空港(株)代表取締役社長 

  中村利雄 2005 年日本国際博覧会協会 総長 

  安田文吉 南山大学 人文学部教授 

 

ロ．取材分野は下紀のテーマ 

（1）産業観光 ・『産業観光の施設』の紹介。ものづくり ing が理解でき

るものを見せる。中部の産業観光の知名度アップを図

る。（25 カ所） 

（2）観光 ・『自然、人、プロジェクト、産業、観光施設等』の紹介

を可能な限り、インタビュー取材することで、中部地域

の理解に役立てる内容とする。（60 カ所） 

 

（3）文化 ・祭り、花火、名古屋をどり、能楽堂等『歴史文化の紹

介』をする。（15 カ所） 

（4）食 ・名古屋の独特の『食文化』の紹介と中部 5 県の名物を

紹介する。（50 カ所） 

（5）博覧会 ・過去開催された博覧会の紹介とともに博覧会にあわせ

て、名古屋のまちづくりと産業技術が発展した歴史を

紹介する。 

       （取材箇所は 2004 年 11 月公開時点） 

 

 

ハ．名古屋の歴史 400 年 

『名古屋の歴史・文化』をビジュアル情報を交え、楽しみながら知ってもらう。

名古屋 400 年の古地図、版画、写真の着色、動画像から作成。 

 

ニ．名古屋認知度調査 

「お城当てクイズ」「主要都市記入クイズ」等（落語家立川志の吉氏司会） 

 ・東京、下町巣鴨 ・慶應義塾大学の授業 

 ・神戸ハーバ－ランドのオープンカフェ（クイズ内容は東京に同じ） 
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 （2）「中部超便利情報検索エンジン i－NAVI」 

・観光、グルメ、宿泊などの当地域の検索エンジンを統合的に横断検索するエ

ンジン。一つのホームページから地域情報が検索できる。また検索エンジン

にない宿泊・観光・グルメ・祭り・特産情報などを 6,000 件のデータベース

として役立つリンク集を作成する。 

・みんなの中部と同様、中部地域の地域情報をより効率的に、迅速に得られる

サイト。パソコンサイトによる情報提供。 

   http://i-navi-chubu.jp／公開時期（2004 年 11 月末） 

 

 

4．コンテンツの公開方法 

 「みんなの中部」、「中部超便利情報検索エンジン i-NAVI」は、インターネット上

に公開し、中部地域の各ホームページとのリンク、大手ポータルサイトへの登録等

をするとともに、インターネット以外のメディアでのプロモーション活動を行う。 

 

 

5．ビジネスモデルの可能性 

 この事業からの直接の収益は考えないが、結果として、自治体や公的機関等から

参考にしたいと言われるような取り組みを目指す。ブロードバンドコンテンツとし

て地域情報を制作する際の参考となるように、制作の過程は記録する。 

 また、現在までに明らかになっている制作上の課題について具体的に検証を行い、

ビジネスチャンスの拡大や収益性の拡大に関連のある取り組み方法は何かを明らか

にしていく。 

 （制作過程の記録、制作上の課題の整理のまとめ等は、「次世代 IT 基盤を活かし

た新産業のあり方」の調査研究事業で行う。） 

 

 

6．サイト制作の効果 

 

・中部地域のコンテンツ事業者が協力して制作する機会を作った。 

 

・コンテンツ事業者任せではなく、CIAC が自ら取材を行うといった共同作業に

よるコンテンツづくりができた。 

 

・ブロードバンドを活かした地域情報の見せ方に、特に「食」「観光」の取材・撮

影・編集方法に工夫してエンターテイメントの要素を加えた 
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・CIAC という公益法人が地域の情報のホームページを提供することで、一般の

人に見てもらう機会ができ、このことで、著作権保護の前提のもとでの観光情

報のコンテンツを流通させるチャンスが期待できる。 

 

 

7．今後の課題および取り組み 

・海外企業の誘致活動に積極的に活用する。 

 

・制作したコンテンツを充実させる他、タイムリーな話題、新たな施設等の紹介

を継続して情報提供する。新たな地域情報の提供が常に入ってくるしくみづく

りを行う。 

 

・担当者の異動やコンテンツ事業者の入れ替わりがあっても、継続的にコンテン

ツの更新とサイトの運営が継続して行われるための仕組みを次年度以降確立す

る。 
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（2）コンテンツ制作への支援策 

 

 中部地域独自のコンテンツ制作への支援策は、中部経済産業局の「デジタルビット産業

創生プロジェクト」がある。中部デジタルビット産業創生協議会が2003年2月に設立され、

研究会やフォーラムといった活動を続けている。 

 名古屋商工会議所では、1999(平成 11)年からジャパンアニメーションフェスティバルを

隔年で開催しており、さらに産業観光は第 2 期推進計画に取り組んできており、コンテン

ツの充実が図られてきている。 

 愛知県では、ITS 世界会議愛知・名古屋 2004 の開催や情報産業向けのインキュベーショ

ン施設「あいちベンチャーハウス」が整備されている。 

 岐阜県では、「バーチャル陶芸アカデミー連絡協議会」の運営によるコンテンツ作成の他、

2005 年度からｅ－ラーニング用素材収集・編集機器整備の一環として、映像コンテンツの

収集・編集業務を専門業者へ委託して実施する予定となっている。 

 三重県では、東紀州総合ポータルサイトを整備し、動画情報の配信を目的としたコンテ

ンツをより多く作成し、より注目度の高い内容の情報の発信を、地域のＮＰＯと県とが運

営やコンテンツのメンテナンス等を行っている。 

 静岡県では、静岡県ホームページグランプリを 2002 年から実施しており、静岡県内の企

業、各種団体、個人等のホームページや静岡県の地域情報等を紹介しているホームページ

の中から、優れたものを表彰・紹介している。 

 長野県では、ブランド戦略を推進するため“信州ブランド”の構築、情報発信、プロモ

ーション等の事業を展開している。デジタルアーカイブの構築や、都市圏生活者があこが

れる“田舎暮らし”に関するホームページ制作等を実施している。 

 

 さらに国では、2005 年度に向けて、経済産業省がコンテンツ制作・流通促進支援を図る

ため、コンテンツの国際市場創設や、人材育成のための予算を計上している。さらに、IT

利活用の促進の新たなサービスの創出のため、情報家電や電子タグ、セキュリティの向上、

産学連携ソフトウェア工学実践拠点の整備などの予算を計上している。総務省では、ユビ

キタスネット社会を実現させる u-Japan 構想が閣議決定され、先進的なユビキタスネット

ワーク環境構築のため ICT の利用環境整備促進や放送のデジタル化の推進、コンテンツ流

通政策の推進、人材育成等の予算が計上されている。 
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図表－３－２－４ ブロードバンド・コンテンツビジネス創出に関連する中部地域での支援策 

○中部経済産業局関連 

名称 対象・支援内容等 担当部課 

デジタルビット産業創生プロジェクト 

（2004 年７月に東海ものづくり創

生プロジェクトと統合） 

○対象：ソフトウェア産業、デジタルコンテンツ産業、電子モールのネットビジネス、

印刷・出版、新聞、広告、音楽、映画・ビデオ製作、放送等の情報関連産業 

○支援内容 

・「中部デジタルビット産業創生協議会」の設立：「Nagoya デジタルビット懇話会」を母

体 

・デジタルビットフォーラムの開催：「東海ものづくり創生協議会」との連携と情報系企

業とものづくり企業との出会いの場となるフォーラムの開催 

・実用化技術開発テーマの発掘（例：車インターネット接続によるコンテンツ事業の研

究開発等） 

・技術開発支援制度公募説明会の開催 

・ビジネスインキュベータの整備 

・企業データベース整備 

○期間：2002 年度～ 

中部経済産業局 

情報政策課 

 

○中部経済連合会 

名称 対象・支援内容等 担当部課 

ベンチャービジネス支援センター設置 ○対象：新事業・新産業意向者 

○支援内容：新事業・新産業の創出・育成のため会員とベンチャーとの情報支援ネット

構築、産学官の情報支援とビジネスマッチングの実施 

○期間：1999 年度～ 

中部経済連合会 

「ＩＴＳ」の導入実現に向けた活動 ○支援内容：中部地域の主要幹線道路および中部国際空港、愛・地球博会場へのアクセ

スにおける「ＩＴＳ」の導入、名古屋地域、豊田市の「ＩＴＳスマートタ

ウン」への位置付けおよびＩＴＳモデル事業の実現を目指し、関係機関と

の連携のもとで活動を展開 

2004 年ＩＴＳ世界会議（開催地 愛知県）日本組織委員会に参画するとと

もに、その成功に向けて地元として積極的に支援 

中部経済連合会 
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○名古屋商工会議所 

名称 対象・支援内容等 担当部課 

☆ジャパンデジタルアニメーションフ

ェスティバル 

○対象：制作プロセスでコンピュータを使用した映像作品（アニメーション）対象 

○支援内容：「きらっと光る感性」を持った若い才能の発掘、支援のためのコンペティシ

ョン、表彰と賞品（グランプリ 100 万円、金賞 50 万円、銀賞 30 万円、その他。実行

委員会が制作依頼（有償）も検討、受賞作品は表彰式、当フェスティバルのホームペ

ージで紹介。また、各種メディアでの発表も予定。 

○期間：2005 年６月 3 日～5 日（1999 年、2001 年、2003 年に続く４回目） 

ＪＤＡＦ実行委員

会事務局（名古屋

商工会議所内） 

「産業観光」第２期推進計画 ○支援内容：「産業観光キャンペーン」や「産業観光推進宣言」に続き、情報発信の強化

拡充、観光資源の開発、受入体制の整備を目指し 2003 年度以降「産業と暮

らし」「国際連携・万博準備」「万国博とともに」の各事業の実施 

○期間：第２期 2002 年度～2005 年度 

名古屋商工会議所

 

○愛知県 

名称 内容等 担当部課 

デジタルアーカイブ ○内  容：博物館・美術館等の収蔵品に限らず、有形・無形の、民俗芸能、伝統産業 ・

伝承技術、祭礼・年中行事、生活様式・習俗、美術品・工芸品、歴史的建

造物・街並、郷土の歴史・信仰、地域の自然・景観、遺跡・埋蔵文化財な

どをデジタル情報の形で記録・保存し、インターネットにより情報発信 

企画振興部情報企

画課 

高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推

進 

○内  容：県民生活における自動車交通の割合が非常に高く、自動車産業を中心に高

度な産業技術の集積という地域特性を踏まえつつ、ＩＴＳを活用した安

全・快適で環境に優しい地域づくりを進める。2004 年 10 月名古屋でＩＴ

Ｓ世界会議を開催。 

○期間：1999 年度～ 

愛知県ＩＴＳ推進

協議会 

あいちベンチャーハウスの整備・運営 ○内  容：新産業創出の担い手として期待されるＩＴベンチャー企業を育成するた 

め、創業後間もないＩＴベンチャー企業に対し、ビジネス環境が整ったオ

フィスを賃料 無料（光熱水費等実費相当額月額 2,500 円/㎡を負担）で提

供するとともに、インキュベータマネージャー等による多様なソフト支援

を展開 

産業労働部新産業

振興課 
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○岐阜県 

名称 内容等 担当部課 

全国マルチメディア専門研修センター

の設置 

○内  容：インキュベートルームや国際情報科学アカデミー、ソフトピアジャパン進

出企業など最先端技術に携わる人材が研修講師として参加。また世界１７

の地域や大学などと提携。 

 県内１００以上の教育機関、全国１２００カ所と直結。列島縦断超高速

情報通信網（ギガビットネットワーク）と直結 

 演習系の実習室（４室）、講義系の研修室（２室）を同一施設内に設置し、

子供から高齢者、障害者まであらゆる階層で研修可能な最新の情報機器（パ

ソコン総数１００台）を備えた施設。ソフトピアジャパンを活用して、Ｉ

Ｔ教育の場を全国に提供していきます。 

○期間：2000 年～ 

 

ｅ－ラーニング用素材収集・編集機器

整備費 

○内  容：実習生の学習を支援するためのｅ-ラーニング用映像コンテンツの収集・編

集業務を専門業者へ委託して実施するのに必要な経費 

・コンテンツの内容  作業のノウハウ、熟練技能の様子等 

                    (自作では困難なものを外部委託により制作) 

・事業内容  映像コンテンツ制作外部委託費  1,500 千円 

                【債務負担行為  2005 年度～2007 年度  6,198 千円】 

新産業労働局雇用

対策室 

2005 年予算 

（1,550 千円） 

 

新規 

陶芸アカデミー（仮称）開設推進事業

費 

○内  容：「バーチャル陶芸アカデミー連絡協議会」を運営し、各機関相互の交流・連

携促進を図るとともに、コンテンツの検討、モデル事業実施の調整 

・サーバー保守、セキュリティ管理料、連絡協議会経費等 

 

商工局デザイン振

興室 

2005 年予算 

（1,700 千円） 

2004年（1,700千円）

 

○三重県 

名称 内容等 担当部課 

東紀州にぎわいネット構想 ○内  容：東紀州地域に 2001 年度からブロードバンドに対応した最新のケーブルテレ

ビ網が整備されたことから、これらのインフラを有効に活用するとともに、

時間的・距離的なハンディを克服するＩＴの特性を活用したシステムを構

築して、当地域が抱える様々な問題を克服し、にぎわい（活性化）を取り

戻すことを目的に各種の事業を行う。 

       当該地域に関連するあらゆる情報を集めたポータルサイト「くまどこ」

地域振興部情報基

盤室 

2005 年予算 

（7,339 千円） 
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を構築し、その運営やコンテンツのメンテナンス等及び地域住民へのＩＴ

研修等を地域のＮＰＯとともに実施。 

○期間：2001 年度～ 

 

○静岡県 

名称 内容等 担当部課 

静岡県ホームページグランプリ ○内  容：静岡県内のデジタルコンテンツ産業の振興や人材の育成を図るとともに、

しずおかの魅力を全国に向け発信するため、しずおかに関連する優れたホ

ームページを発掘し、紹介・表彰する。応募資格は、静岡県内に所在する

企業・事業所、行政・教育機関・各種団体、県内に在住の個人・グループ

が管理するホームページ、または主として静岡県に関連した内容を紹介す

るホームページ 

 2002 年度の応募件数 1,838 件 2003 年度の応募件数 1,865 件（ホー

ムページコンテストとしては、全国的にもトップクラスの件数） 

○期間：2003 年度～ 

静岡県企画部情報

政策室 

静岡県ホームペー

ジグランプリ実行

委員会 

地域情報化推進事業 ○内  容： 快適で暮らしやすい生活空間の創造や産業の活性化、高度情報化に向け

た人づくり・基盤づくりを総合的に推進するため、地域情報化に関する諸

施策の調査、研究、企画を行い、効率的で効果的に事業を実施する。 

 ブロードバンドの普及やユビキタスネットワークの実現による新たなビ

ジネスチャンスの創出、新しいライフスタイルを周知する展示会・セミナ

ー「しずおか IT フェア」の実施（※2003 年までは「インターネットフェ

ア」として開催）他 

○期間：1999 年度～ 

静岡県企画部情報

政策室 

しずおか IT フェア

実行委員会 

 

 

○長野県 

名称 内容等 担当部課 

観光ブランド日本一“信州”構築事業 ○内  容：信州のアウトドア資源を活かした【動】の魅力と､温泉や文化・芸術資源を

活かした【静】の魅力を､世代に応じて戦略的に情報発信し、観光ブランド”

信州”を確立 

また､都市圏生活者に週末を信州で過ごすライフスタイルを広く提案し､信

州への誘客を促進 

商工部産業振興課

経営戦略局信州ブ

ランド戦略チーム
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信州アジール構想事業 ○内  容：田舎での暮らしや体験に憧れを抱く都市圏生活者向けの、田舎での暮らし

に係る情報を容易に検索でき、かつ、イメージできるような、移住体験や

地域での取組みなどの情報を収集・整理し、“田舎暮らし”が疑似体験でき

るようなストーリーに編集したコンテンツの制作、県及び市町村のホーム

ページでの公開 

経営戦略局信州ブ

ランド戦略チーム

ブロードバンド活用モデル事業 ○内  容：インターネット・ブロードバンド環境の利活用の促進が図られるようにす

るための市町村がおこなう活用モデル事業について補助。 

○期間：2003 年度～ 

企画局情報政策課

 

 

資料：各機関・団体ホームページ公開資料 

 

 



－ 73 － 

図表－３－２－５ ２００５年度経済産業省重点施策のうちＩＴ・コンテンツ関連施策 

重点分野 内 容 等 事業名・要求額（16 年度予算額） 

１． 知的財産の的確な保護と活

用 

コンテンツ制作・流通促進支援 

 新しいフロンティア市場（ブロードバンド、海外市場）の立ち上げや、

デジタルシネマの普及推進、人材育成、コンテンツの流通経路の多様化等

を通じ、コンテンツ産業の構造改革を進め、新産業としてのコンテンツ産

業を飛躍的に拡大させていくことが必要である。 

 

コンテンツ国際市場創設事業 

７．０億（３．２億）

アジア地域における海賊版対策支援 

６．０億（３．０億）

 ① コンテンツ産業の振興 

 国際取引市場の創設、海外展開の促進、人材育成等を通じ、コンテンツ

産業のフロンティアの拡大・構造改革を図り、コンテンツ市場規模を拡大

する。（2001 年１１．３兆円→2010 年１６．５兆円） 

コンテンツ人材育成総合プログラム事

業 

１．５億（１．３億）

２．エネルギー環境政策の推進 ① 「愛・地球博」の推進 

 海外から多数の来場者が期待される「愛・地球博」において、我が国の

強みを活かした製品、コンテンツ等の展示や、高性能ロボット・高度情報

サービスの提供等の最先端技術の活用を通じて、日本ブランドの発信を図

るべく、2004 年度末（2005 年 3 月 25 日）の開会に向けた準備を本格化す

る。 

 特に、新エネルギーによる日本政府館への電力供給のほか、燃料電池バ

スの積極的導入、バイオマスプラスチックの利用等、我が国の先進的なエ

ネルギー・環境技術を世界に向けて積極的に提案していく。 

 

「愛・地球博」の会場整備、政府出展事

業等の推進 

２８３．２億（３６０．８億）
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重点分野 内 容 等 事業名・要求額（16 年度予算額） 

３． ＩＴ利活用の促進と新たな

サービスの創出 

（１） 先導的ＩＴ利活用の促進 

 電気電子産業や情報サービス産業の競争力強化を図るとともに、流通業

務の効率化・環境適合性の向上など国際競争力のある流通・物流システム

の構築をはじめ、e-Japan 戦略Ⅱ等に基づく先導的な IT 利活用の実証と必

要な制度改革などを推進することにより、2005 年度までに世界最高水準の

IT 国家を実現する。 

 

 ①情報家電を活用するための基盤の構築 

 情報家電普及促進シナリオの共有等のための調査研究や、情報家電の技

術規格等の標準化等の事業を実施するとともに、電子部品について環境情

報を含む標準部品の整備、部品情報マネジメントシステムの構築を行う 

 

情報家電活用基盤整備事業 

１５．０億（新規）

 

 ②低コストでの電子タグの製造技術の開発と実証実験等 

 電子ダクの活用により、製造段階から運送、販売、消費者を経てリサイ

クルに至るまでの一気通貫したサプライチェーン全体の合理化・高度化を

図る。このため、電子タグの低コスト製造技術の開発を行うとともに、ユ

ーザー業界ごとの実証実験等を進める。 

 

電子タグ活用基盤整備事業 

３１．０億（３０．０億）

 

 ③ＣＩＯの育成と組織体制の整備等の支援 

 ビジネスプロセスの改革や情報共有の改善を可能とする情報化支援に

より組織改編及び企業間業務プロセスの改革等を実現するため、企業内に

おいて、経営戦略と情報戦略を橋渡しすることができる人材（ＣＩＯ）の

育成や、組織体制の整備等を支援する。 

 

ＣＩＯ育成・活用型企業経営革新促進事

業 

５．８億（新規）

 

 （２）ＩＴの安全性・信頼性の確保・向上 

 総合的な情報セキュリティ対策の展開や、官民における個人情報の適切

な保護の推進、ソフトウェアの生産性・信頼性向上に向けた取組などによ

り、我が国ＩＴの信頼性・安全性を確保・向上させ、世界で最もＩＴを安

全かつ安心して活用できる社会を実現する。 

 

 ① コンピュータウイルス等による被害を未然に防止 

 コンピュータウイルス等による被害を未然に防止するとともに、被害が

発生した場合にその被害を局限化するため、脆弱性関連情報流通の枠組み

構築を始めとした事前・事後対応策の抜本的強化を図る。また、これらの

対策の普及啓発活動等を行う。 

 

コンピュータセキュリティ早期警戒体

制の整備事業 

１２．８億（新規）
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重点分野 内 容 等 事業名・要求額（16 年度予算額） 

 ② ソフトウェアエンジニアリングの向上・普及 

 近年相次ぐシステム障害などに対応し、高品質のソフトウェアを効率よ

く生産・保守する技術（ソフトウェア・エンジニアリング）の向上・普及

を図るため、民間での事例収集・分析と新たな手法等の開発を組み合わせ

実践的な技術開発・人材育成を行う産学連携拠点（ソフトウェアエンジニ

アリング・センター(ＳＥＣ)）を整備する 

 

産学連携ソフトウェア工学実践拠点の

整備 

１５．１億（１４．８億）

 

サービス産業創出支援事業 

             ３２．０億

（新規） 

医療情報システムの相互運用性の実証 

６．０億

（新規） 

 ③ 新たなサービスの創出 

 医療・介護など、国民のニーズに応える総合的な健康サービスの地峡を

促進し、健康・福祉・機器・サービス市場規模を拡大する。また、ＩＴの

利活用、公的部門からのアウトソーシングの促進等により、ビジネス支援

サービス市場規模を拡大するなど、新たなサービス創出を支援する。 

サービス産業人材育成事業 

１２．０億（６．２億）

 

資料：2005 年度経済産業省の重点施策 2004 年 8 月 経済産業省 
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図表－３－２－６ ２００５年度総務省重点施策のうちＩＴ・コンテンツ関連施策 

 ユビキタスネット社会（ｕ－ｊａｐａｎ）の実現 分野 

重点分野 内 容 等 事業名・要求額 

先進的なユビキタスネットワー

ク環境の整備 

（ＩＣＴの利用環境整備の促進） 

①電子タグ等に関する技術の研究開発の推進 

医療、食品等の分野での実証を含めた電子タグの高度利活用技術及び人やモノの状

況やその周辺環境等を自動認識し、高齢者等の健康管理や自立的移動支援、大気汚染

計測等に資するためのユビキタスセンサーネットワーク技術の研究開発を実証 

１０．３億 

  （７．０億） 

 ②Ｗｅｂサービス技術の開発等の推進 

 Ｗｅｂサービス技術等、最新のインターネット技術を活用し、地域の各種サービス

等を統合・連携して提供が可能となる次世代のプラットフォームの開発等を実施 

１７．８億（新規） 

 ③ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの研究開発 

 携帯電話等を用いた多言語の音声自動翻訳システムやユビキタスネットワーク技

術とロボット技術が融合したネットワークロボットの実現等に必要となる技術の研

究開発を実施 

４．８億 

  （７．３億） 

先進的なユビキタスネットワー

ク環境の整備 

（放送デジタル化の推進） 

①地上デジタル放送の公共アプリケーションパイロット事業の実施 

公共分野における利用を想定したモデル的なシステムを構築し、その機能・効用を

実証することにより地上デジタル放送の利活用を促進 

１７．７億（新規） 

 ②デジタル放送の普及促進等 

地上デジタル放送等の円滑な普及に向けた情報提供活動の推進、受信相談体制整

備、放送のデジタル化に対応した高度放送システムの研究開発を実施するとともに新

世代地域ケーブルテレビ施設の整備を支援 

３５．８億 

  （４５．１億） 

 ③地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策 

地上テレビジョン放送のデジタル化に向けて必要となるアナログ周波数変更対策

を集中的に実施 

２０２．２億 

  （２０２．２億） 

国際戦略の推進 ①アジア・ブロードバンド・プラットフォームの構築推進 

アジア諸国と協力し、電子タグ等を用いて国際的にリアルタイムな情報検索等を実

現するプラットフーム技術、超高精細医療画像の伝送技術、国際ＩＸ形成のための基

盤技術、ＩＰｖ６対応の衛星ブロードバンド技術等の研究開発を実施するとともに、

デジタル・ディバイド解消に向けたパイロットプロジェクトに対する支援を実施 

１３．２億 

  （１２．６億） 

 ②世界情報社会サミット(WSIS)第２フェーズへ向けた国際会議の開催 

 「ｕ－ｊａｐａｎ」構想の世界への発信等を目的として、「ユビキタスネット社会」

をテーマとする世界会合を我が国において開催し、2005 年 11 月にチュニジアで開催

０．６億（新規） 
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重点分野 内 容 等 事業名・要求額 

されるＷＳＩＳ第２フェーズに貢献 

コンテンツ流通政策の推進 ①高度情報通信人材育成プログラムの調査・開発 

超高精細デジタル映像のネットワーク流通基盤技術等の研究開発や、ユビキタスネ

ット時代に対応したパーソナル通信ネットワーク上のコンテンツ利用における高い

利便性・安全性の実現に向けた開発等を実施 

８．７億（新規） 

 ②Ｗｅｂ情報のアーカイブ化 

デジタル時代の貴重な文化遺産であるＷｅｂ情報のアーカイブ化推進のため、Ｗｅ

ｂ情報の効率的な収集・保存やその利活用を促進するための開発・実証を実施 

２．１億 

  （２．５億） 

 ③「コンテンツ安心マーク」（仮称）制度の創設の推進 

コンテンツの安全性を示すマーク制度の創設に向けた開発・実証を実施 

１．６億 

  （０．４億） 

高度なＩＣＴ人材の育成 ①高度情報通信人材育成プログラムの調査・開発 

企業等の戦略的課題等に対処し得るＣＩＯ等の高度なレベルの情報通信人材を育

成するための実践的研修プログラムの調査・開発を実施 

２．０億（新規） 

 ②ユビキタスラーニング基盤の開発・実証 

モバイルラーニングなどユビキタスネット時代に対応した新たなｅ－ラーニング

に資する技術の開発を推進 

１．０億（新規） 

 ③情報通信人材育成及びセキュリティ人材育成センター開設支援制度 

 情報通信分野の専門的な知識及び技能を持つ人材を育成するための研修及びセキ

ュリティ人材育成のための設備整備等に対しての補助を実施 

４．９億 

  （６．８億） 

デジタル・ディバイドの是正 ①地理的ディバイトの是正 

 地域公共ネットワークの整備、地域公共ネットワークを活用した加入者系光ファイ

バ網の整備、新世代地域ケーブルテレビ施設の整備、移動通信用鉄塔施設の整備等に

対し補助を実施 

 地域の創意と工夫に基づく提案型の情報通信基盤整備及びその利活用を推進し、住

民がＩＣＴの利便性を享受できる社会を構築 

９２．１億 

  （１０８．０億） 

 ②情報バリアフリー環境の整備 

 高齢者・障害者が使いやすい情報通信機器・技術の開発及びサービスの提供の促進、

字幕番組・解説番組等の制作費の助成、情報アクセシビリティ確保・向上に向けた検

討等を実施 

１１．０億 

  （１１．３億） 

資料：2005 年度総務省所管予算（案）の概要 2004 年 12 月 総務省 
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第４章 次世代 IT 社会基盤を活かした地域活性化に向けた課題とコ

ンテンツ制作環境の整備 

（1）ユビキタスネットワーク実現への期待 

 ユビキタスネットワークは、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるネットワー

クであり、既に広く普及している携帯電話や利用機会が拡大してきている RFID 等の技術

をベースにしながら、さらに進歩することが考えられる。しかし、ユーザーが本来求めて

いるユビキタスなサービスと、現実のユビキタス技術が実現できるサービスとの間でのギ

ャップは少なくない。今後、ユビキタスネットワークが社会の中で、いつでも、どこでも、

何でも、誰でもが何の気兼ねもなく、気負いもなく使えるものとして広く普及し、それに

よる生活の向上、地域活性化を図るためには、技術とニーズのすりあわせをさらに重視し

た取り組みが求められる。これは、技術・サービスを開発する大学や企業だけでなく、利

用するユーザーの意識の変革、企業か活躍できる事業環境を整備しつつユーザーの利益を

守る国・自治体の取り組み等の全てに関係するところでもあり、様々なレベルでの様々な

課題解決が求められている。 

 

（2）RFID の市場拡大とユーザーの不安解消 

 IC カードや IC タグチップ等の RFID の普及により、サプライチェーンマネジメントやト

レーサビリティ、物品管理等が従来よりも効率よく効果的に行えるようになり、よりきめ

細かなサービスを実現することができるようになると期待されている。これらは、ユーザ

ーにとっては一見便利で、高品質のサービスを受けられる点で有益と考えられるが、サー

ビスを実現するために集められたり、発信されたりする従来よりもより細かな個人の行動

に密着した様々な情報は、必ずしも安全に管理されるとは限らず、第三者への漏洩やプラ

イバシーを侵害した過度なサービスへの利用への不安がある。また、利用場面ごとに異な

るカードや機器を必要される場合には、ユーザーにとっての利便性は低下することなどか

ら標準化が求められたり、タグの発信する電波の読み取りの信頼性をどのように確保する

かといった技術的課題も残されている。 

 しかし、RFID を利用した様々なサービスは着実に増えてきており、「負」の可能性・課

題を把握し、利便性を損なわない範囲で必要な対策を加えつつ、市場形成、拡大に向けた

動向は今後も期待できる。 

 

（3）次世代 IT 社会基盤を活かすコンテンツ制作環境の整備の必要性について 

①市民参加型の普及啓発事業の実施 

 次世代 IT 社会基盤を利用した新産業を育てていくには、利用者のニーズを的確に捉える

能力や、高い技術力を持った企業を育てていくだけではなく、同時に製品やサービスを利

用するユーザーの裾野を広げることや、IT を利活用したい分野に関して多少とも問題関心
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を持つユーザーを育てていく必要もある。 

 特に、地域をあげて取り組む必要がある IT 社会基盤を活用するプロジェクトを実行して

いこうとする場合には、ユーザーからの盛り上がりや、ユーザーからの様々な意見がなけ

れば、見た目には成功したように見えるが、実はユーザーがついてきていないという結果

になりかねない。IT 関連のプロジェクトは、IT という要素をのぞいた場合の本来の目的や

ユーザーのニーズをしっかりととらえ、それに軸足を置き、IT を道具として使うとしたと

きに何が本当に必要なで何は必要ないものなのかをおさえておかないと、ベンダーや専門

家の意見、一部の突出した意見を持つユーザーの声に左右されて、ゆがみを持ったものと

なる可能性が高い。これを防ぐためには、バランス感覚を持って地域の問題について関心

を持ちつつ、よいものを判断できるようなふつうの人たちを育てていかなければならない。

飲食店でいわれる「店が客を育て、客が店を育てる」という言葉が、IT の世界にも当ては

まる。 

 このような環境を実現する第一歩としては、一般の市民が参加でき、地域の問題を解決

するために IT がどのように活用されていくべきかについて、考えていく機会を数多く作っ

ていくことが必要である。IT に関して腰が重い人たちも参加できるように、地域が抱える

医療、教育、食、職等様々問題について、そのものの問題と IT を活用することでの問題と

を併せて考えられるようなイベントが求められている。 

 

②産学官連携による人材育成・発掘等と情報提供の取り組み 

 中部地域では、地域内で育成される優秀な人材の域外流出や東京への発注等の問題を解

決するため、産学官の連携による人材育成や「目利き人材」の発掘等での取り組みが期待

されている。 

 人材の育成では、大学や専門学校での専門教育や、経済団体や IT ユーザー企業での「み

んなの中部」のような若手が才能を発揮できるようなプロジェクトの実施等が重要となる。

また、人材発掘に関しては、大学や専門学校で輩出される人材が身につけてくる専門教育

の内容に関する情報とコンテンツ制作事業活動を通して、地域内の隠れた優秀な人材の発

掘を図るため、産学のネットワークの形成が重要となる。 

 さらに、IT の利活用を増やしていくには、成功事例に関する様々な機会での情報提供が

必要となる。地域の資源を活用しながら医療の IT 化等の次世代 IT 社会基盤の有効活用法

やコンテンツビジネスでの成功事例を、産学官のネットワークを活用しながら中部地域内

外の事例を収集し、地域内で人材を育てて行くことの重要性を広く情報提供していくこと

が求められる。 

 

③継続性が確保できるコンテンツ制作のモデル作成の創造と実践 

 「みんなの中部」では、地域の経済団体がクライアントとして、地域内のコンテンツ事

業者に対してコンテンツ制作を依頼することで、コンテンツ産業の振興をはかるというビ

ジネスモデルを提案した。中部地域のコンテンツ産業の水準の高さを示すに十分な質のも
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のを作るあげることができたことから、次年度以降のステップとして、制作したコンテン

ツを充実させる他、タイムリーな話題、新たな施設等の紹介を継続して情報提供するとい

った新たな地域情報の提供が、負担なくできるようなビジネスモデルの構築が求められる。 

 コンテンツ産業を育てる「みんなの中部」のビジネスモデルを継続して利用していくに

は、担当者の異動や、同じコンテンツ事業者に対して継続的に発注できないというような

事情が想定できることから、内容的にも品質的にも継続性の高いコンテンツの更新とサイ

トの運営を行うためには、別の新たなビジネスモデルとの組み合わせが求められる。 

 中部地域におけるコンテンツ市場を活性化させるためには、資金調達機会の提供の拡大、

複合的なコンテンツ展示見本市、マッチング会を開催すること等が求められていることか

ら、これらのイベントと連動させることも考えられる。 

 

④コンテンツづくりが新産業として成長するために 

 中部地域発のコンテンツが、他地域からみて魅力あるコンテンツと評価されやすくなる

ようにしていくためには、総合的な地域ブランド力の創出が求められる。 

 地域ブランド化とは、（Ⅰ）地域発の商品・サービスのブランド化と（Ⅱ）地域イメージ

のブランド化を結びつけ、好循環を生み出し、地域外の資金・人材を呼び込むという持続

的な地域経済の活性化を図ることであり、コンテンツ産業にもあてはめることが可能であ

る。全国規模で知られている地域特有のモノ・サービス＝地域発のブランドをもとにして

優れた品質・価格のコンテンツ＝地域イメージのブランドとして制作し、セットで売り込

むことで、当初から持っていたブランドそのものの価値とともに、コンテンツの良さが評

価される機会も増えることが考えられる。 

 そして、地域ブランド力の創出のためには、質の高いコンテンツを創造できる人材の獲

得であるとか、情報発信する側や事業者間で協力し合ったり、コラボレートできる風土が

形成されていること、様々なコンテンツを制作して地域としての一定の経験と評価を得て

いること等が必要となる。 
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（参考）経済産業省での地域ブランドへの取り組み 

（１）地域発の商品・サービスの高付加価値化・集積化を軸とした地域ブランド化

東大阪市は全国有数の工場密度を誇り、日本で
も屈指の工業都市、「モノづくりのまち」として認知。
その技術力は国内外から厚い信頼が寄せられて
いる。

（２）地域イメージの活用・展開を軸とした地域ブランド化

地域ブランドの確立に向けて

地域ブランド化地域ブランド化とは、（（ⅠⅠ）地域発の商品・サービスのブランド化）地域発の商品・サービスのブランド化と（（ⅡⅡ）地域イメージのブランド化）地域イメージのブランド化を結びつけ、好循環を生み出し、
地域外の資金・人材を呼び込むという持続的な地域経済の活性化を図ること。

○地域ブランドの事例

○課題とその対応策

地域発の商品・サービスと地域イメージ
の好循環の形成による地域ブランドを確
立していくという意識の欠如。

地域ブランド確立の過程や成功のポイン
ト等を示し、地域発の商品・サービスのブ
ランド化と地域イメージのブランド化の好
循環の形成による地域ブランドの確立に
関する意識を喚起。

地域発の商品・サービスの生成から確立までの総合
的な支援の欠如。

各地の取り組みを一層強化し、既存の施策を活用し、
地域ブランドの生成から確立までを総合的に支援。

地域ブランドを保護する制度とし
て、複数の法律においてある程度
保護されているが、限界も存在。

地域ブランドの保護のためにどの
ような制度が更に必要かについて、
保護対象の範囲や先使用者・同
業者の取扱い等の課題も含めて
検討。

チーズ工房の有志が十勝ナチュラルチーズ振興会
を形成し、基本技術の普及に努め、独自の味を追求
し特徴あるチーズを生産。「安心・安全・美味しい」を
前面に打ち出し、ブランド化を図る。

○ＪＡＰＡＮブランド育成強化支援事業（10.3億円）
○サービス産業創出支援事業（35.5億円：新規）
○輸出有望案件発掘支援事業（1.2億円：新規）
○輸出等支援事業（22.1億円）
○地場産業等活力強化事業費補助事業（11.9億円）
○中小商業活性化創業等支援事業（1.3億円）
○中心市街地の中小商業に対する実効性確保診断・サポート事業（5.2億円：新規）

○地域ブランドアドバイザー・フォーラム事業（1.0億円：新規）

〈支援策〉

〈支援策〉

十勝ナチュラルチーズ
東大阪ブランド認定製品

（マグネポータ） オルゴール堂本館

意識の醸成意識の醸成 生生 成成 ・・ 形形 成成 確確 立立

課題

対応策

課題

対応策

課題

対応策

運河沿い地区において、「人のぬくもりがある街」テーマに、
地域の文化性、ストーリー性を強調する戦略を持つ地元ベ
ンチャーが、ガラス工芸やオルゴール製作の体験型観光を
展開している。

①農産加工品 例）十勝 ②工業品 例）東大阪
例）小樽

 

 

地域ブランドの確立に向けて

１．地域ブランド化とは１．地域ブランド化とは

２．具体例２．具体例

地域ブランド化地域ブランド化とは、（（ⅠⅠ）地域発の商品・サービスのブランド化）地域発の商品・サービスのブランド化と（（ⅡⅡ）地域イメージのブランド化）地域イメージのブランド化を結びつけ、
好循環を生み出し、地域外の資金・人材を呼び込むという持続的な地域経済の活性化を図ること。

（Ⅰ）地域発の商品・
サービスのブランド化

（Ⅱ）地域イメージの
ブランド化

３．総合的支援策３．総合的支援策

安全・安心・美味しい

（１）地域発の商品・サービスの高付加価値化・集積化を
軸とした地域ブランド化

①農産加工品

例） 十勝

（２）地域イメージの活用・
展開を軸とした地域ブラン
ド化

ものづくりのまち ぬくもりのある街

②工業品

例） 東大阪
例） 小樽

切
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に

優
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（（ⅠⅠ
既存の施策を中心に商品開発・サービスの創出、それらの販路拡大等の支援。

17年度 （16年度）
○ＪＡＰＡＮブランド育成強化支援事業 【10.3億円 （9.3億円）】
○サービス産業創出支援事業 【35.5億円 （新規）】
○輸出有望案件発掘支援事業 【1.2億円 （新規）】
○輸出等支援事業 【22.1億円 （24億円）】
○地場産業等活力強化事業費補助事業 【11.9億円 （12.2億円）】
○中小商業活性化創業等支援事業 【1.3億円 （1.3億円）】
○中心市街地の中小商業に対する実効性確保診断・サポート事業 【 5.2億円 （新規）】

）地域発の商品・サービスのブランド化）地域発の商品・サービスのブランド化

（（ⅡⅡ
地域ブランド確立の過程や地域ブランドづくりの成功のポイント等を示し、（Ⅰ）と
（Ⅱ）の好循環の形成による地域ブランドの確立に関する意識を喚起。

17年度 （16年度）
○地域ブランドアドバイザー・フォーラム事業 【1.0億円 （新規）】

）地域イメージのブランド化）地域イメージのブランド化

※※
地名表示の保護のあり方について検討。

【88.6億円 （46.8億円）】
17年度 (16年度)

保護制度保護制度

付加価値

地域イメージ
を強化

新たな商品
サービス

・・・・・・

商品
サービス

地域イメージ

新たな商品
サービス

消費者ニーズに合った商品・サービス
（新たな商品・サービス）

地域イメージの
ブランド化（強化）

商品・サービスの
付加価値向上

地域ブランドの確立

連続的に展開

ナ
チ
ュ
ラ
ル

チ
ー
ズ
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地域ブランドの事例とその類型

東大阪市は全国有数の工場密度を誇り、多種多様な中小企業が高
度に集積した産業構造を有し、日本でも屈指の工業都市、「モノづくり
のまち」として認知。その技術力や開発力の高さには国内外から厚い
信頼が寄せられている。

（１）地域発の商品・サービスの高付加価値化・集積化を軸とした地域ブランド化（１）地域発の商品・サービスの高付加価値化・集積化を軸とした地域ブランド化

（２）地域イメージの活用・展開を軸とした地域ブランド化（２）地域イメージの活用・展開を軸とした地域ブランド化 例）小樽（人のぬくもりがある街）例）小樽（人のぬくもりがある街）

運河沿い地区において、「人のぬくもりがある街」をテーマに、地域の
文化性、ストーリー性を強調する戦略を持つ地元ベンチャーが、ガラス
工芸やオルゴール製作の体験型観光を展開している。

十勝ナチュラルチーズ工房十勝ナチュラルチーズ

小樽運河 オルゴール堂本館

東大阪市 東大阪ブランド認定製品
（マグネポータ）

チーズ工房の有志が十勝ナチュラルチーズ振興会を形成し、基本技
術の普及に努めた結果、地域内でさらに取り組む工房が増加。それぞ
れ独自の味を追求し、特徴あるチーズを生産。平成１５年には、加工方
法等の基準を設けた十勝ブランド認証制度を開始。「安心・安全・美味し
い」を前面に打ち出し、ブランド化を図る。

①農産加工品①農産加工品 例）十勝（安心・安全・おいしい）例）十勝（安心・安全・おいしい）

②工業品②工業品 例）東大阪（ものづくりのまち）例）東大阪（ものづくりのまち）

 
出典：経済産業省 
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